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《論説》

（続）マネジメントを批判的に教える、

とはどのようなことなのか？
－ 2010 年代以降のイギリスのおけるクリティカルなマネジメント教育をめぐる動き－

宮坂 純一

１ はじめに 課題の設定

２ 困難だがやりがいがある課題を突きつけられたクリティカルなマネジメント教育

３ クリティカルなマネジメント教育をめざす効果的な戦術を探る動き

４ 展望 本当に役立つ知識とは

１ はじめに 課題の設定

別稿「マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？」において、ホ

ルマン（Holman,D.）が提唱した「マネジメント教育の４モデル」そしてペリトン＆レイ

ノルズ(Perriton,L. & Reynolds,M.)が提唱した「拒否の教育学」を読み解き紹介している(1)

が、彼らの問題提起は、その後、イギリスにおいて、どのような反応を呼び起こしたの

であろうか？ 端的に言えば、無視されたのか？ それとも受け入れられたのか？ と

いう問題である。

反響の事例として、例えば、ブリーン（Judith Breen) が、2012 年にシェフィールド大学

（University of Sheffield）に提出した学位論文（教育学博士）「マネジメント教育における批判性

を検討する：批判的であるのか、批判的ではないのか、それが問題である（Exploring Criticality
in Management Education : To be Critical or not to be Critical that is the question）」(2)がある。ブリ

ーンは、「クリティカル・マネジメント・スタディーズについてのひとつの省察（reflection）

→ クリティカルなマネジメント教育についてのひとつの省察 → クリティカル・ペダゴジー

（Critical Pedagogy） → クリティカルなマネジメント教育学に向けて → 実践における批判性

→ クリティカルなマネジメント教育学の課題 → まとめ」という流れで、文献レビューをお

こない、そのなかで、ホルマンとペリトン＆レイノルズの論文に言及している。これを読むと、
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ホルマンやペリトン＆レイノルズの問題提起はそれなりに注目された、と考えられる。

このような課題に対しては、ペリトン＆レイノルズ自身が、2018 年に、イギリスの高

等教育を取り巻く環境が構造的に大きく変化するなかで、クリティカルなマネジメント

教育（CME）が現在どのような状況に置かれているかを検討することを目的とした論攷

「困難だがやりがいがある時代のクリティカルなマネジメント教育（“Critical Management
Education in Challenging Times”）」を発表し語っている(3)。その 2018 年論文は、彼らの言

葉をそのまま借りれば、2000 年以降、イギリスの高等教育、特にマネジメント教育は多

くの構造的変容（例えば、教育の市場化の進展と学生の（特に大学院教育レベルにおい

て顕著であった）国際化、など）に見舞われたという推移（端的に言えば、学生数の変

化及び収入源を守ろうとする組織の圧力の高まり）を踏まえて、2004 年に彼らが提唱し

た「拒否の教育学」が学界や教育の現場でどのように受け入れたのかを検証したもので

ある。

以下の行論では、ペリトン＆レイノルズの言説を中心に、2010 年代以降のイギリスの

おけるクリティカルなマネジメント教育をめぐる動きを読み解くことになるが、同時に、

この流れを補完する意味合いを込めて、ペリトン＆レイノルズの 2018 年論文では触れら

れていなかった「動き」にも注目している。これは現在の「シャットダウン・ザ・ビジ

ネススクール」論争に繋がっていく流れでもある。

２ 困難だがやりがいがある課題を突きつけられたクリティカルなマネジメント教育

ペリトン＆レイノルズは、クリティカルなマネジメント教育に関する自分たちの問題

意識を 2004 年に続いて 2018 年にもクリティカルなマネジメント教育「関係者」に対し

て問いかけた経緯をつぎのように文章化している(4)。

批判的教育者の葛藤に満ちた役割を考慮しクリティカルなマネジメント教育（CME）のなか

に新たな感性を発展させる時期に来ていると提言してから、10 年以上が経過した。その 2004

年論文の中で私たちは、クリティカルなマネジメント教育者に、主流のマネジメント解決を誤

って信頼している学生は、クリティカル・セオリーを用いて、“解放”する存在である、いう

考え方から、その教育モデルに内在する権威主義と男性主義的傾向に挑戦するというクラスル

ーム・アプローチへの転換を求めた。当時の私たちの観察によれば、CME には一般的に、差異

の問題に対処できる効果的な授業実践モデルが欠けており、急進的な教育理論家ともっと関わ

る必要があった。差異とは、ジェンダー、民族性、セクシュアリティ、年齢、障害、そして教

育環境においては、人々が自分自身を“他者”として見たり、他者から“他者”として見られ

たりするような特徴を指したタームである。いずれの場合においても、“違い”は、教室にお

いても組織的な文脈においても、権力の現れと交錯しうるし、しばしば交錯するものである。

教室での実践に求めたこの当初の課題は、その後数年の間に、イギリスの高等教育が構造的

な変化を遂げ、また学生集団の国際化への対応が必要になり、より差し迫ったものとなった。
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変革を求めた当初の呼びかけから 15 年近く経った今、私たちの観察によれば、再考が必要なの

は、CME のクリティカルな内容バージョン（例えば、講義や読書におけるクリティカル・セオ

リーの利用）だけではないということである。例えば、クリティカルであることが教室という

現場で実践や教育デザインを通して表現され、伝統的に“マネジメント・ラーニング”の受講

者たちから共感を得てきた批判的プロセス版もまた、問い直される必要があり、グローバル化

したマネジメントという教室では、どのような違いから学ばれているのか、どのような共通点

が想定されているのか、マネジメント教育の関係者（community）によって評価されるクリテ

ィカルな成果があるとすればそれはどのようなものなのか、という難しい問題が提起されてい

る。これは教室内の問題にとどまることなく、不完全にグローバル化したキャンパスや大学が

立地している町や都市が教室の外でも学生たちに差異という生きた経験を与えている。人種差

別的で反知性的な公共圏が急成長し、差異を社会的な善として議論する公共空間が減少してい

るという現状のなかで、差異をめぐる状況の変化に対する CME のクリティカルな反応が期待

されている。

2018 年の論攷におけるペリトン＆レイノルズの関心は、「差異をめぐる CME の教育的実

践に埋め込まれた前提はもはやイギリスの高等教育の現在の状況に対応できないものに

なっているのか、そしてまた、クリティカルなマネジメント教育の新たな教育形態がど

こかから生まれるのかあるいはどこから発展する可能性があるのか、を問うこと」であ

る。

そこには、マネジメントを授業のなかでただ単にクリティカルに講じるのではなく、

「マネジメントをクリティカルに教えるということはどのようなことなのか」を意識し

て、言い換えると、一定の方法論に則ってマネジメントをクリティカルに教育する」 －

ペリトンたちは「教育学的な形態の CME」(pedagogical forms of CME)という表現を使

っている － ことがカリキュラムのなかに組み込まれにくくなっている（独立した科目

として開講されにくくなっている）が、これはいかがなものなのか？という彼らの現状

に対する憤りとまでは言わないが一種の「不満」あるいは「納得できない思い」が、明

らかに、見られる。「イギリスの高等教育を巡るマクロな問題は、批判的教育学、その

構造、プロセスに関して私たちが提示してきた前提の妥当性に疑問を投げかけている」(5)

が、いかなる事情がそのいうな事態をまねいたのであろうか、そこから脱却する途はあ

るのか？、と。

２－１ 変化した、クリティカルなマネジメント教育の背景

イギリスでは、CME が急進的教育学に学ぶ形で生まれ発達していったが、高等教育に

おける CME 実践の初期の（early）段階では、大学には教える側（tutor）と学生の間に不

平等な権力構造が横たわっていることが問題視され、クリティカルな授業実践では、ペ

リトン＆レイノルズの理解では － エスニシティ(人種）（ethnicity）に基づく不平等そし

てそれに続くジェンダー差別・格差が、アメリカにおいてラディカルな教育学的アプロ

ーチを発展させた重要な原動力であったことも反映して － その教育信条（trenet）は、

当然のごとく、民族性とジェンダーが置かれていた国内的文脈を前提としていた。しか
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し、イギリスのマネジメント教育の背景は変化し、現在、それは国際的な文脈の中で運

営されている。このことは、国際的な文脈が「違いに焦点を当てた批判的教育法の可能

性を変化させている」ことを意味するものである。ペリトン＆レイノルズは、クリティ

カルなラーニング・デザインをめぐる状況変化の背景にある主な要因について、つぎの

ように説明している(6)。

授業料（fees）
21 世紀初頭までに、欧米の先進国の大半は、高等教育を含む公共サービスに資源を配

分するために、市場に解決策を見いだす（market solution）方向に進んでいたが、これは

イギリスも例外ではなく、2012 年に、高等教育の市場化の最終段階を示すものとして、

「“全額”学部授業料（tuition fees）」制が導入された。スコットランドの大学で学ぶス

コットランドの学部生には授業料がなく、ウェールズの学部生には授業料の上限が設定

されるなど、地域的な違いはあるものの、教育に対する新自由主義経済的アプローチは、

新たな「ノーマルなもの」となっている。ペリトン＆レイノルズの文章をそのまま借り

れば、「人的資本論では高等教育を公共財ではなく個人財として提示することが常態化

しているし、研究費などの追加的な資金は、経済財に転換できる知識を生み出すことに

よって、国富に還元されることが期待され、そのような財を生み出すことができない場

合、学位にはその代わりに労働市場への高スキルの参入者を生み出すことが期待されて

いる」。

もちろん、イギリスでは、1960 年代初頭に大学院マネジメント学位が提供され始めて

以来、大学院マネジメント教育では授業料が常識となっている。大学院マネジメント教

育の市場化は、学生集団の国際化の結果であり、国籍国外で学ぶ学生の増加、特にマネ

ジメント研究を選択する中国からの学生の多さに対して割高な授業料を課すことができ

るようになった結果である。

世界の教育市場は、80 万人だった 1950 年代から 4 倍に拡大し、約 100 万人の留学生

がいた 1990 年代を経て、現在では 300 万人の学生が海外で学んでいると推定されている。

1990 年代には、市場規模は約 270 億米ドルに達し、各国政府は、教育機関が留学生に差

額の授業料を請求できるように規制を変更した。その結果、確実に、すべてのマネジメ

ント分野で学生数が大幅に増加している。これは、ビジネス・スクールが提供する大学

院課程が、こじんまりした規模を捨て去り、大規模で国際的な募集に急速に方向転換し

たためであり、特に、MBA は市場から高く値踏みされ実務経験のない学生を数多く集

め、2000 年代初頭以降のイギリス MBA はビジネススクールが留学生から高い授業料収

入を得るための重要な手段となっている。

国際化

イギリスのマネジメント教育の国際化とその結果としてビジネススクールで生じてい

る教育学的課題は批判派及び主流派の教育研究者の関心を高め、同じプログラムを履修

している英国人や EU 加盟国の学生と比較して、留学生の成績が相対的に劣ることや留

学生の一極集中が教育に及ぼす影響について研究が行われている。後者の研究では、留

学生数の増加、特に留学生数がイギリス人学生数を上回るプログラムでは、極端な場合、

留学生は文化的に孤立していると感じる、イギリス人学生は留学生が授業に貢献しない

と不満を持つ、スタッフは従来の教授法が効果的でなくなったと感じる、など、当事者
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のなかに危機感を呼び起こす可能性がある、と指摘されている。国際化と批判的教育学

をめぐる研究は少なく、留学生がクリティカルな内容や教育法にどのように反応するか、

また批判的教育者が留学生を教える際にどのような経験をしたかを調べた数少ないが、

そのような研究の一つとして、チュー（Choo,K.）(2007)の研究が知られている。そこで

は、MBA の留学生たちはエンプロイアビリティにとって重要であると思われる科目の

非技術的な内容に不満を抱いている、また、中国の MBA 学生は、グループワークのダ

イナミクスや違い及び多様性に関連する問題が提起されることに不安を感じている、と

報告されている。

ペリトン＆レイノルズはこのような現実についてつぎのようにコメントしている。

「CME が継承してきた（差異と権力の問題にかかわる）批判的教育の実践は国内的な出

発点を前提としており、民族性とジェンダー・アイデンティティは国内の文脈の中で論

じられてきた。学生の文化的経験や社会経済的地位はさまざまであったが、共通の文化

や社会経済的・政治的環境に入り込み － たとえそれを完全に享受することはできない

としても － 共有された語彙が教室内コミュニケーションの基礎をなしていた。しかし、

マネジメント教育は今や大勢の学生やスタッフを世界中に移動させる国際的な文脈の中

で提供されている。例えば、イギリスでは、留学生が大学院の学位取得者集団の大半を

占め、科目によっては“自国”の学生が学生集団から完全にいなくなることも珍しくな

い。個々の学生が経験する違いは教室が置かれている状況とはかけ離れた社会的・国家

的文脈の中で形成されその後に展開されていくものであり、教える側がそれを理解しア

クセスすることは困難な事柄である。もし、CME は差異に取り組むべきであると考え続

けるのであれば、私たちの実践は大きな挑戦を受けている・・・」。

危険負担（risk taking）の減少

エンプロイアビリティが重視され国際化の影響が著しく大きなものとなり、それらは

保守主義を促す力として作用し、教育者側の革新や危険負担を小さくしている。財政的

・教育学的な危険負担が減少していることを眼に見えて示しているのがマネジメント教

育の均質化である。マネジメントの学位プログラムは多くの留学生を惹きつけ正当性を

獲得しているが、競合する教育機関によっていとも簡単に複製されている。また、イギ

リスでは、2000 年以降、高等教育の二元的な格差が崩壊し、以前は大学院の学位取得に

重点を置いていた教育機関も、学部レベルの学位取得に財政的なメリットを見出すよう

になっている。その結果、提供されるマネジメント・プログラムのタイプも提供パター

ンも収斂している。同時に、国際市場にアピールするために大学院レベルのマネジメン

ト“製品”も標準化され、伝統的に高等教育における批判的な実践の基盤を形成する社

会的連帯・美的満足・知的達成にアピールするプログラムが高等教育における批判的実

践から排除されつつあり、教育は大学内において“規格化”されている。

また他方で、募集人数が少なかったり、伝統的にイギリス在住のパートタイムの社会

人学生を集めていたプログラムは、マネジメント教育からほとんど姿を消すことになっ

た(8)。多くの場合、これらの廃止されたプログラムはクリティカルなマネジメント教育

アプローチを展開して人材を成することに特化したものであり、差異や多様性そして民

主主義の問題を探求するためにグループワークを用いていたものである。研修・開発、

組織開発、人材開発の実務家を対象とした小規模な、経験後やパートタイムのプログラ
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ムが廃止されたことは、差異をめぐるクリティカルなマネジメント教育の実践にとって

特に大きなダメージとなった。国際化されたプログラムにおいて差異に関心が払われる

場合、それは異文化マネジメントの観点で表現される傾向があり、グループにおける対

話を通じて差異を探求する手法おは異なり、異文化の中で“ビジネスを行う”ことに重

点が置かれている。

多様性と平等よりもアイデンティティ・ポリティクス

CME は、差異を社会正義の問題や公平性の観点から位置づけるならば、再分配の政治

学に沿った教育法である。リベラリズムと大学の“危機”についての最近の（時には辛

辣な）議論を見るならば、現世代の学生にとってのアイデンティティは、もはや集団へ

の帰属ではなく、個人の社会的アイデンティティの擁護になっている。これは違いが政

治的な問題に転化していることを示すものであり、このような状況において、差異をク

リティカルに理解する際に用いられてきた伝統的な“言い回し”（label）は、教育学的な

文脈で言えば、その重要性を失いつつある。例えば、自らを“人種問題を超えた（post-racial）
存在である”と考える学生の数の増加である。

post-racial は、オバマ米大統領が上院議員の時に彼を民主党の大統領候補として支持した

有権者のような、人種問題に対する意識の変化のことを意味する言葉であるが、これによっ

て決して人種差別がなくなったわけではない(9)。

この意識変化がアメリカの社会学の授業で社会正義の問題を提起するときの重要な課題

として報告され、多様性を個人から切り離す戦術が模索されている。

２－２ “クリティカル”再訪

2010 年代に公表されたクリティカルなマネジメント教育を論じた文献は、ペリトン＆

レイノルズの検証に従えば、2000 年前後（黎明期）に比べると、遙かに減少している。

この時期を彼らは“中年期”（middle age）と形容している（が、内容から言えば、明言

されていないが、「停滞期（足踏みの時代）ないしは混迷期」である）。

ペリトン＆レイノルズは、そのような認識に立って、上述のように、2018 論文におい

て、彼らが 2004 年論文を公表した後も、CME の実践者たちが、違いの問題を表面化さ

せる手段として、グループワークに中心的な関心を寄せていることを指摘すると同時に、

授業料制度が導入され、国際化が進み、危険負担回避志向が広がり、伝統的な差異概念

への挑戦が生まれるなど、クリティカルなマネジメント教育を展開する余地が次第に狭

められている、という（過去 10 数年間について）回顧的な分析をおこなっている。そし

て、彼らは、今後の対応策として、「クリティカルな制度的・理論的な枠組み」につい

て改めて３つの可能性を指摘している(10)。

第１は、「批判的教育者個人が、カリキュラムにいまだ残されている限られたスペー

スを利用し、CME の運命が再び好転するのを待つ」という選択肢である。例えば、サム

ブルックとウィルモット（Sambrook,S. and Willmott,H.）(11)は、プログラム全体からクリ

ティカルな試み（work）が排除されているなかで、クリティカルな実践（work）のため

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？
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の完全に独立した（discrete）モジュール化された機会を作り出している。これと同様に、

構造的な変化のもとでは教育者が新しい世代の学生をクリティカルな対話に参加させる

方法を考え抜くことを妨げられてもやむを得ないという考えに焦っているのがフォック

ス（Fox.H.）(12)である。より最近では、ベル＆ブリッジマン（Bell, E. and Bridgman,T.）(13)

が、多くの人々が、地球環境の変化がもたらす壊滅的な影響や、公的な言説の最前線に

民主主義や不平等の問題が隠れていることに気づきつつある、との認識を踏まえて、関

係者たちに「関与（engagement）」を続けるよう促している。ペリトン＆レイノルズはこ

れらの提案に対して、特に、ベル＆ブリッジマンの言説に対して、「単に冷静さを保ち

クリティカルなプロセスを継続するよう促すことによってクリティカルな内容を吟味す

る機会を逸してはならないし、“続ける”ことが、必ずしも、違いの問題を提起する際

の教育者の継続的な特権や“変革的”実践及び教える側のアイデンティティに組み込ま

れた男性主義的な前提に挑戦することに繋がるものではない、とコメントしている。

第２の対応策として考えられるのは、たとえいまは計画的な批判的教育の広範なプロ

グラムから切り離されているとしても、マネジメント教育においておこなわれている広

範なグループワークのなかに新たな批判的教育法が生まれる機会を探すことである(14)。

学生が、プロジェクト、ビジネスゲーム、シミュレーション、ロールプレイそして屋内

外でのさまざまな体験活動においてグループで学習することは、今や日常的なことであ

る。但し、その根拠はさまざまであり、教育学的な嗜好に基づくもの、（教師のリソー

スをより効率的に使用するための）便宜的なもの、「やる気を起こさせる」または雇用

可能なスキルを開発する手段としてのグループに対する信念を反映したものなどがある
(15)が、ほとんどのグループワークのアプリケーションには、タスクグループの主要な概

念やツールを教えるという、主流派的なマネジメント目的が見られ(16)、違いや権力の緊

張が目に見える形で現れた場合に、そこから学ぶために不快感を受け入れる意志に言及

されているものはほとんど見当たらない状況に陥っている。

これは、ペリトン＆レイノルズの理解によれば、おそらくは、グループワークが平等

を前提としており、“違いの影響に取り組む”必要性を排除しているという“役に立た

ない”が“根強い”神話を反映しているためである(17)。とはいえ、「グループワークがど

こにでもあるということは、その理論的根拠がどうであれ、グループワーク内の緊張に

対する新しいクリティカルな反応を教える側が考案することによって、違いを扱う作業

をまだ知られていない方向へと進化させる機会を提供できる」可能性がある、というこ

とでもある。しかし、主流のマネジメント教育のなかで差異に対する新たなクリティカ

ルな対応を生み出すためには、必然的に教える側にはより幅広い知識とスキルが要求さ

れることになる。ヴィンスは、主流のグループワークのもとであらゆるタイプの“差異

の政治”に関与するためには、教える側が内省的に対応する必要がある、とつとに強調

している。

そして、ペリトン＆レイノルズ自身は、第３の選択肢として、上記２つのような「限

定的な選択肢」ではなく、「CME コミュニティは、構造的な変化に適応するための集団

的な努力に向けて積極的に取り組み、現在の教育デザインに代わる新たな選択肢を探す

べきである」、と提案している。

彼らの構想によれば、「時間割のなかに場所（place）が保証されていないことを考え
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ると、CME は、学生を違いの問題に関与させるために、従来よりも幅広い選択肢を検討

する必要がある」が、前提条件がある。それは、課題（agenda）を設定するのはクリテ

ィカルなマネジメント教育者自身であり、決して、「教育機関が教育学の枠組みを自分

たちでコントロールできるわけではない」ということであり、「構造的なものであれ、

知覚されるものであれ」、あくまでも、「違いが CME の関心事と実践の中心である」こ

とが強調され、ペリトンたちはつぎのように言及している。

「違いを理解することが CME の基本である理由は２つある。違いを誤って理解した

り誤って認識したりすることは、おそらくは、私たちが人生で経験する非常に厄介で苦

痛な学習体験のほとんどを占めるものであろうし、違いについて思慮深くあることは一

般的に思慮深いマネジメントの実践の中核をなすものである。また、マネジメント・カ

リキュラムの一環として“違い”に関わらないことは道徳上も教育上にも問題がある。

したがって、違いは CME の基礎であり鍵であり続ける」、と。

と同時に、ペリトン＆レイノルズは、クリティカルなマネジメント教育において違い

を改めて考えること」、端的に言えば、「変化」が必要である、と訴えている。「私たち

には、CME がラディカルな教育学から輸入したにもかかわらず、完全に問い直すことの

なかった理論的・立場的特権」があり、そのことに私たちは苦しめられている、と。そ

れは、「教える側の特権、クリティカルであることについての“筋肉質な”概念、男性

で変革的なクリティカルな教育者といういまだ根強く残っている厄介なアイデンティテ

ィ」であり、私たちはそのような現実に「立ち向かう必要がある」。と。そして、いく

つかの側面（学術的な場における男性主義的な振る舞いなど）がすでに CMS の小さな

ネットワークで問題視され、ソーシャルメディアキャンペーン、請願書共有、意識向上

に役立つ会議マニフェストを動員することができる状況が生まれていることを踏まえて、

「コミュニティの（再）形成が、CME がどのように立ち向かい、どのようにつながって

いくのかという重要な対話を進める鍵になると思われる」、と展望している。

彼らが具体的に念頭に置いている事象は、例えば、「学習と批判をを接続させる」会

議(18)の復活であり、「歓迎すべき第一歩だろう」、と形容されている。「以前は、より大

規模な“クリティカル・マネジメント・スタディーズ”会議が果たせなかったような形

で、マネジメント教育におけるクリティカルなことを議論するための重要な組織が有効

に機能していたではないか。出版物や特集号においても、私たちは CME の研究者たち

が、国際化とクリティカルなこと、アイデンティティの政治性とクリティカルなこと、

クリティカルなことが“認識のポリティックス”によってどのように変化するかを探求

する必要がある。文脈が変わるのをじっと待つのではなく批判的教育者の役割、学習の

なかに違いを組み入れることなどの（教師や研究者としての私たちの現在の実践の基礎

である）問題に取り組むことが、ときには、私たち自身の認識や前提条件とぶつかるこ

ともあり、難しい出会いを伴うだろうが、必要なのである」。

ペリトン＆レイノルズの論文はつぎのような文章で締めくられている。「私たちが創

造するクリティカルな空間は議論や出会いのための“清潔な（clean）”あるいは“安全

な”(safe)空間であるという安易な思い込みに疑問を投げかけその思い込みを捨て去る

ことも必要である。クリティカルな教育は、ユン(Yoon, K.H)(19)が示唆するように、不可

能かもしれないが、批判的教育学の不可能性こそが、私たちが次々と行き詰まった瞬間

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？
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を乗り越えようとするときに、前進する勢いを生み出すのである」。

３ クリティカルなマネジメント教育をめざす効果的な戦術を探る動き

ペリトンたちの論文は、CME の教育理念的な側面、言い換えれば、CME は批判的教

育（学）の先行業績にいかに向き合いそれらを摂取し、CME「独自の」クリティカルな

アプローチを確立できるのか、という問題意識を前面に押し出して、2004 年以降の CME
の学術的動向を概観したものであったが、そのような視点とは多少異なり、CMS との関

連を強く意識(20)し、クリティカルな教育・研究の効果的な手法に焦点を合わせて、CME
の現状及びその今後を展望した論文が 2009 年に公開されている。Alvesson,M. et al. (eds.),
The Oxford Handbook of Critical Management Studies に収められているアレッシア・コント

ゥ（Alessia Contu）の Critical Management Education である。そこではホルマンの 2002 年

論文やペリトンたちの 2004 年論文も参照されている。

ホルマン 2002 年論文に付いてはつぎのように言及されている。幾人かの「著者が、歴史的、

認識論的、教育学的、地理的、政治的といった様々な構成要素やヒューリスティックを用いて、ME

の地位を分類し、このような分類の努力の中で、クリティカルなマネジメント教育は ME 属の

中の科の一つとして表されている。例えば、ホルマンは、クリティカルなマネジメント教育は

客観的で体系化された知識や科学的スキルの提供・習得に重点を置く「アカデミック・リベラ

リズム」の伝統的モデルとは異なるものであり、同時に、標準化された実践的な技術的課題を

通じて現場での能力開発に重点を置く「経験的職業主義」とは異なるものである、と指摘して

いる。要するに、CME は、マネジメントの実践とマネジメントの知識を批判的精査の対象とし、

カリキュラム、その設計、教育過程および方法において、大なり小なり批判的教育法を開発し、

それに関与させようとしている点で、特徴的である」、と。

しかし、ペリトンたちの 2018 年の論攷ではコントゥの論文には触れられていない。

アレッシア・コントゥ（Alessia Contu）は、ランカスター大学マネジメントスクール修士課

程を修了した後マンチェスター大学科学技術研究所(University of Manchester Institute of Science
andTechnology)で博士号を取得し、現在、マサチューセッツ大学ボストン校（University of Massa-

chusetts Boston）のマネジメント学部に所属している。専門は、組織論、マネジメントにおける

倫理的・社会的問題などである(21)。

コントゥの認識に従えば、マネジメントを研究している世界にはマネジメント教育の

批判に取り組むことを仕事にしている研究者たちが存在している。彼らは組織的にある

いは感情的にないしは地理的に結びついた存在であり、比喩的に言えば(22)、「制度的な社

会的絆（bond）としての“ファミリー”（famiry）」を構成している。そこには、イギリ

スを中心とする英語圏の人々が数多く見られるが、スカンジナビア、アメリカ、オース

トラリア、ニュージーランド、南米の学者も少なからず関与している。コントゥもその
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一員である。更にコントゥに倣って比喩的に言えば、CME は“カルテル”（cartel）であ

る。これは、例えば、CME が内部で対立し、その一部が CME を名乗り別の（another）
マネジメント教育モデルや学問的専門性として主流に同化することはできないし、また

そうすべきではない、というコントゥの主張であり、コントゥはつぎのように述べてい

る。「CME の仕事はマネジメント教育の批判に取り組むことである。しかし、この仕事

が、マネジメント教育という属の別のファミリーの創設に向けられ、そのファミリーと

して吸収されるのであれば、その破壊的な批判力は弱まってしまうだろう。危険なのは

“飼い馴らされること”（domestication）である」(23)、と。

コントゥの論文を、幾つかの別の研究者の論文を必要に応じて言及する形で、読み解

くと、その内容はつぎのように整理されるであろう。

クリティカル・マネジメント・スタディーズとクリティカルなマネジメント教育

コントゥは、「クリティカル・マネジメント・スタディーズ（CMS)が実践的なインパ

クトを持つあるいは持ちうる領域は、何よりもまず教育である」、という立場から出発

している(24)。「教育は、CMS アクティビズム（activism）(社会的・政治的な改革を目指

す行動主義、現状改革主義)にとって、排他的ではないにせよ、基本的かつ中心的な実践

の場であると認識されるべきものである。この意味で、批判的教育とその戦術に関する

考察と議論は、教育を主な研究対象としている学者だけでなく、ビジネススクールにお

いて労働・マネジメント・組織に関する批判的研究を展開しているあらゆる学者にとっ

て重要である」、と。CMS における教育の中心的役割の再確認である。

本節の冒頭で触れたように、コントゥはファミリーとしての CME を比喩的にカルテ

ルに擬しているが、そのカルテルは“合意”であり“協定”であり、彼女は、それを、

「綱領（charter）であると同時に、その綱領が書かれたペーパー、カード、プラカード」

として表現し直して、つぎのように問いかけている。CME の擁護者（exponent）たちが

持っているプラカードには何が書かれているのだろうか？ CME 実践のテーブルの上に

置かれているカードは何なのか？、と。

コントゥによれば(25)、「テーブルに置かれるカードのひとつは、教育をアクティビズム

の一形態として重視し、さらには称賛することである。これはアクティヴィズムとして

の教育が“批判的教育”や学問的専門性としてのマネジメント学習に関心のある限られ

たニッチな人々の領域だけではないことを示唆するものであり、このことはまた、CME
という学問的なサブフィールドにおけるこうした専門的な議論から、CMS の支持者が学

ぶべきことがあるかもしれない、ということを示唆している。特筆すべきは、教育や学

習の実践における戦術について学ぶべきことがあるということである」。

テーブルに置かれた２枚目のカードは、「ビジネススクールのなかで直面する闘いや

苦闘（struggle）のいくつかに対処し、それらを定式化したものである。おそらくは、CMS
は、広範な運動として、後期資本主義の抑圧的で搾取的な性質を黙殺し、技術主義的で、

男性中心的で、深く無責任な実践の前進を支持し、正当化しているあらゆる実践に立ち

向かっているが、このような非常に抽象的な闘いは具体的なものとの結びつきが弱く、

穴が多い（porous）ものである。そのひとつが教育の意味をめぐる覇権争いであり、こ

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？
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のことは、大学の日常的な実践の中で、例えば、時間や価値観の違いによる教育と研究

との間の緊張関係のもとでまた多様な文化的背景を持つ学生を大量に抱えながら、それ

でもなお、全員が“万人にとってよい”モデルを通して学ぶことが建前となっているた

めに、違いやそこから生じる不平等をほとんど考慮に入れていないジレンマに翻弄され

ている」こととして現実化している。Reynolds and Trehan 2003）。
最後の３枚目のカードは、こうした“闘い”における緊張という概念化そのものに対

処するものである。このカードはビジネススクールにおけるクリティカルな仕事（work）
の価値に対する CMS「内部」の人々のある種の態度への対処にかかわるものであり、コ

ントゥは、そのことを重要視し、ハーニー（Harney,S.）(26)の視点を援用して、批判的教

育学の鍵である“社会化”という概念を再検討して問題を整理している。

ハーニーは、CME の研究者たちを、彼らのなかに染みこんでいる「マネジメントという社

会的カテゴリーのための社会化の場としてのビジネススクールという古い概念（ビジネススク

ールはマネジャーになる人々を教えているのであり、ビジネススクールはそうしたマネジャー

たちの社会化の場である、という思い込み）」から脱却させる途を模索している。

ビジネススクールには、多くの研究が示唆しているように、今日、「平凡な言い方を

すれば」、多くのマネーと学生が集まり“ビッグビジネス”となっているが、政治的に

は、ビジネススクールの存在そのものがそしてその数の増大が、すなわちグローバル市

場における高等教育のマネジリアル化と商品化を象徴している」。このような状況を踏

まえて、学生たちが「購入するのは、教育ではなく“血統”でありあるいはキャリアの

展望や給与を高めるための“資格”である、と論じたのがプフェファーとフォン（Pfeffer,J.
and Fong,C.）(27)であった。この指摘は確かに鋭いが、但し、コントゥによれば、「プフェ

ファーの批判と CME や CMS の批判には重要な違い」がある。「そのひとつは、これら

２人の著者にとって問題視すべきことは、市場原理的なイデオロギーに過度に依存する

ことはビジネススクールが“競争上の優位性を失う危険性をはらんでいる”こと」であ

り、そのような「イデオロギーが教育やより広範な領域で生み出す倫理政治的な問題に

ついては最低限の関心しか払われていない」。

しかし、コントゥの立場から言えば、後者の問題の方が「CMS のアクティヴィズムの

一形態としてのクリティカルな教育にとってより重要」なのである。何故なのか？

これに関して、コントゥは、つぎのように説明している。「CME で展開されてきたこ

の質問に対する回答は、そのような倫理的・政治的な問題こそが批判的意図を動かすも

のである、というもの」であり、そして、この議論は、大凡、つぎのように整理される。

「ビジネススクールが、専門職としてのマネジメントと正当な知識としてのマネジメン

トの誕生と再生産に関連している（したがって、ビジネススクールは資本主義的関係を

永続させるのに役立っている）とすれば、そのような正当化装置の中核にいることが、

CME の介入のもとで、営利を目的としたあらゆるものの搾取をその手口として正当化す

るものを破壊し、妨害する闘いを助けることができるのであり、CME は、教育のイデオ

ロギー的役割と学生の社会化過程への関与に疑問を投げかけ、それを破壊しようと試み

ることによって、伝統的に、その流れを受け入れ引き継いできたのである」。

奈良経営学雑誌 第 17 巻
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教育には、コントゥの文章を借りれば、「教育を通じて、そのような社会化に介入し、

ある種の“意識”や自己同一性を促進する可能性がある。この意味で、教育的な仕事と

は、抜け目なく、計算高く、パフォーマンス志向の個人という概念に疑問を投げかけ、

その代わりに、社会世界の複雑さと、彼らの経営知識および実践に埋め込まれた政治的

・倫理的問題を理解し、その中で活動することができる、内省的で批判的な実践家を育

成することである。もちろん、そのような“意識”のあり方や、そのような“意識”に

介入する可能性について議論することはできるだろうが、しかし、そのような問題につ

いての細かい議論はともかくとして、否定できないのは“教育するということ”（educare）
が複雑な実践であるとしても、CME には、そのような実践を発展させる方法についての

実践的な示唆が数多くあるということである」。

具体的には、批判的教育者が、CME と、より広くは CMS の政治的プロジェクトの中

で、エデュケア・クア・アクティヴィズムを実践する学生たちと協働する際に活用する

戦術がある(28)。

クリティカルなマネジメント教育の戦術

CME の分野では、コントゥの文章を借りれば、「批判的教育、差異の教育、拒否の教

育といった、これまでにない新しい形態の教育の精緻化に多くの努力が払われてきた」

歴史があるが、同時に、CME の文献に依拠するならば、クリティカルなマネジメント教

育の戦術として５つの基本的な方法があり、実践的にはそれらの戦術を組み合わせてマ

ネジメント教育をクリティカルに展開することが可能である(29)。

(1)伝統的なマネジメントカリキュラムを覆すこと（subversion）
この戦術のもとでは、伝統的な内容（すなわち、モチベーション、会計システム、マ

ネジメントシステム）を（主流では無視され疎外されている）批判的な社会理論や哲学

を活性化することによって疑問視し、したがって、「代替案はない」（there is no alternative）
という図式に疑問を投げかけ非正当化することが可能になる。

(2)従来のビジネススクールのカリキュラムから逸脱すること（deviation）
これは、セクシュアリティ、ジェンダー、倫理、人種、差異に焦点を当てることであ

り、この措置によって、学生の視点を豊かにし、複雑さや視点、ジレンマやパラドック

スを見極める能力を高めることができる。

(3)従来のビジネススクールのカリキュラムのハイブリッド化

これは、批判的な政治経済学的説明を含めること、マネージング、組織化、会計とし

て見做されているものの見方を広げること、あるいは、組織化の代替形態や資本を超え

て生きる生活の経験に焦点を当てることである。

(4)伝統的な科目設計や教室内の関係や実践において実験すること

これらの実験としては、(a)エグゼクティブ MBA やスペシャリスト・プログラムで使

用されている経験学習、アクション・ラーニング、状況学習で開発された戦略やアクテ

ィビティ、(b)カリキュラムを学生の経験や人生にとってより“適切で”楽しいものにし

ようとする様々な動き、すなわち小説、音楽、コメディ、演劇、映画、リサーチなどの

利用を再検討し、批判的に活用することが知られている。

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？
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(5)主流として確立された立場、主張、行動と過剰に同一化すること

この過剰同一化は関係者の欲望を動揺させることが想定されているために、そのよう

な欲望が何であるかを問うように設計される。但し、これは間違いなく現在未開発の分

野であり、より多くの研究が必要である。

そして、コントゥは、このような現状を踏まえて、「クリティカル・パフォーマティ

ブィティ」（critical performativity）という概念に注目している。「何が何でも利益を得る

という論理や無責任で搾取的な慣行との闘いが行われているのは、明らかに、教育現場

だけではなく、例えば、エンロンやアンデルセンなどの企業スキャンダル、国内および

国家間における貧富の差の拡大、多くの国家に影響を及ぼし破綻さえ招いている信用危

機（credit crunch）、私たちすべてが直面している環境問題などが生じている」ことを考

えると、「CMS は現在の危機を組み立て直し、私たちが生きている複雑な状況を理解し、

対処するための枠組みを提供する上で、重要な役割を担っているのかもしれない。この

危機的状況において、おそらく“公共知識人”の役割は、より広範な人々や関心を持つ

有権者が利用できるような洗練された分析を開発するだけでなく、スパイシー、アルベ

ッソンそしてカレマン（Spicer, A., Alvesson, M. and Kärreman, D.）が "クリティカル・パ

フォーマティブィティ"と呼ぶものに関与することによっても果たすことができるだろ

う」(30)、と。「これは、特定の議論に積極的かつ実践的に介入し、“マネジメントに根本

的な疑問を投げかけ、マネジリアリズムに挑戦し、マネジメント実践を再構築する」よ

うな介入主義的行動や新たな研究戦術を動員することを私たちに求める」ものである。

2009 年に、スパイシー、アルベッソンそしてカレマンの論文“Critical Performativity : The

unfinished business of critical management studies”が公表され、クリティカル・マネジメント・

スタディーズを象徴している概念でもある「アンチ・パフォーマティヴィティ」が検討されて

いる。

マネジメントという概念が、20 世紀後半以降、大企業から中小企業そして専門職並びに公共

部門や非営利部門へと広がってきた。これは、スパイサーたちによれば、確かに、効率と有効

性を高めるかもしれないが、他面で、「マネジャー」に対する権力の全面的なシフトを伴うも

のでもあり、そのマネジメントが内包する力関係を検証し疑問を投げかける知的な試みが続け

られてきた。これらの試みは、現在、クリティカル・マネジメント・スタディーズの旗印の下

にまとめられている。

クリティカル・マネジメント・スタディーズは 1990 年代には難解で周縁的なプロジェクト

（project）と見なされていたが、2010 年前後頃には、少なくともイギリスの学界では強力な存

在感を持ったひとつの制度としての地位を獲得し、その信奉者たちの間では、今や "ザ・クリ

ッター（the critter）"という集団的アイデンティティが出現している。と同時に、この試みはい

ったい何なのか、何がこのプロジェクトを束ねているのか、何を達成しようとしているのか、

そして実際にこれらの目的を達成しているのか、といったことを問う声も大きくなってきてい

る。

これまでのクリティカル・マネジメント・スタディーズのなかでは、他のマネジメント研究

との境界線が、アンチ・パフォーマティブ（annti-performative）、脱自然化、反射性に基づいて

引かれてきた。アンチ・パフォーマティブとは、クリティカル・マネジメント・スタディーズ

奈良経営学雑誌 第 17 巻
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は「最小のインプットで最大のアウトプットを生み出すことに貢献する知識を発展させ称賛す

る」試みに抵抗すべきであるという意味である。スパイサーたちは、クリティカル・マネジメ

ント・スタディーズがアンチ・パフォーマティブであるという考え方を否定し、その代わりに、

クリティカル・パフォーマティブがクリティカル・マネジメント・スタディーズにとってより

「建設的」な方向性であることを提案している。スパイサーにとってクリティカル・パフォー

マティブィティとはマネジメント言説や実践に積極的かつ破壊的に介入することである。これ

は、肯定すること（affirmation）、ケア、プラグマティズム、潜在能力への関与、規範的志向性

によって達成されるものであり、マネジメントの理論への関与に焦点を当てることは、CMS が

マネジメントの特定の理論への実践と生産的な関与を通して社会変革を生み出す方法を提供す

ることでもある。

スパイサーたちの関心は「パフォーマティヴィティの再考」であり、彼らは、彼らの言葉を

使えば、「クリティカル・マネジメント・スタディーズがやり残したことのいくつかに取り組

もうとしている」。「われわれは、パフォーマティヴィティと戦うのではなく、クリティカル・

マネジメント・スタディーズはよりパフォーマティヴィティになることを目指すべき」であり、

「そのためには、マネジメントに関する特定の議論への実践的かつ直接的な介入を通じて、マ

ネジメントに疑問を投げかけ、挑戦し、根本的に再想像する試みが必要である。パフォーマテ

ィヴィティはそれ自体悪いものではない。問題は、私たちがどのようなパフォーマティヴィテ

ィを望んでいるのかを慎重に判断することである。そのためには、クリティカル・マネジメン

ト・スタディーズは肯定的なスタンスをとり、ケアの倫理を発展させ、プラグマティックな方

向性を持ち、潜在的な可能性に関与し、規範的な方向性を目指すことが必要である」、と。

このようなプロセスは、コントゥによれば、ハンドブックやジャーナル論文の出版と

いった研究・学術的な仕事にとどまることなく、教育のあり方そのものに拡大されるべ

きものであり、例えば、環境保護キャンペーン、移民労働者キャンペーン、労働組合、

人権協会、ジャーナリスト、社会的企業、協同組合、企業などとの教育活動の連携（講

演、学生主導の研究、ケーススタディ、映画など）が想定され、“何が可能か”につい

て包括的なリストを作成することではなく、むしろ、クリティカル・パフォーマティヴ

ィティが、学生を“現場で”（out there）労働や組織化の実践に積極的に関与させる教育

実践とどのように関連づけられるかを検討することが、重要なこととして、指摘されて

いる。しかし同時に、「これで十分だろうか？ それで実際に何か変わるのだろうか？

そのような戦術は可能なのだろうか？」と問われている。

葛藤を超えて

これらの疑問は極めて重要なものである。というのは、解放と責任という重大な問題

が前面に押し出されてきているからである。コントゥも、解放と責任は人生と仕事には

付きものであり、特に、「クリティカルな仕事においてはそれ自体が内省の対象となる」

との立場から、ワトソン（Watson,T,）(31)を援用し、「クリティカルなマネジメント教育

者は自らの職業的役割の論理と折り合いをつけ（come to terms with）なければならない」、

と述べている。これはマネジメント教育者が経験する多くの緊張と矛盾を考慮しそれら
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を受け入れることである。例えば、その緊張のひとつが、研究成果がもめられ、外部資

金による研究という第３の収入への流れが加速化しているなかで、人数が増加し厳しい

要求をしてくる学生のために学者（アカデミック）が費やす時間との間の“葛藤”であ

る。コントゥの言葉をそのまま借りれば、「この“時間”は確かに制度的なものではな

く職業的価値も低く、しばしば学生がそのような葛藤の代償を払うことになる。ラジカ

ルであることそして研究で培ったものを教育過程で具現化し埋め込むことは容易ではな

いのだ。これは、例えば、CME の多くの支持者が力関係や不平等の問題に注意を向け、

ジェンダー、多様性、倫理の問題に焦点を当てようとするときに遭遇する疑念や反発」

である。

クリティカルなマネジメント教育の支持者たちは、「興味深い存在であるとしても、

大抵は（often）、警戒すべき奇人とみなされている」。しかしコントゥに言わせれば、「こ

のような状況においてこそ、運動としての（qua）CMS、学会内の学術部門としての CMS、
そして ME の正当なモデルでありカルテルである CME が、そのようなクリティカルな

アイデンティティと実践を支え、維持するために大いに役立つことになる。戦術、戦略、

資料を共有し、機関内および機関間で認識を共有していくことは、批判的かつ政治的な

努力をする同僚を支援する上で極めて有益に作用するのである」(32)。

そして、コントゥは、CMS の推進において教育をアクティヴィズムとして位置づけし

直し、社会化の概念そのものを再評価することの重要性を強調している。ハーニーの主

張を踏まえた彼女によれば、社会化は特定の場所・時間でのみ起こるものではなく、社

会化はあらゆる場所で起こり、私たちは常にその中に巻き込まれているのであり、ビジ

ネススクールの学生と教員は常に労働と資本の社会化の自己拡大過程に巻き込まれ、ビ

ジネススクール自体が“生産者の社会と資本の社会的事業との闘争の場”（Harney ,2001
p149）になっている。したがって、もし教育者が、学生を社会化させる者であるという

自画像を超えて「マネジャー」であるという立場に移り、クリティカルな作業を通して

学生のなかにより発達したクリティカルな意識を生み出し啓蒙するということを幻想と

して否認するのであれば、教育におけるクリティカルな作業は違った形で考えられるこ

とになり、「解釈」と「変化」の意味も異なったものに転化してしまうのだ。なぜなら

ば、学者（アカデミック）や学生にとって、それらはあくまでも分離した２つの存在で

はないからであり、むしろ、両者は常に一体であり、拡大する社会化過程の一部である

からである。

このことは、コントゥによれば、「真の闘い」をとらえ直すうえでも重要な意味を持

っている。コントゥ曰く、この真の闘いの場は、通常、「すべてを変えてくれる何かを

求めながらも、それがここではない別の場所、あるいは今ではない別の時代に劇的に先

送りされることを指しているようだが、同時にノスタルジアでもある。しかし、社会化

という見方は、むしろ、学者と学生の双方に、本当の闘いは常にすでに起こっており、

私たちは常にその闘いに巻き込まれているのだと考えるように促すものである。言い換

えれば、来るべき新たな瞬間として、あるいは過去にあったこととして、あるいは「知

識、理解、解釈」に対立するものとして、あるいは「知識、理解、解釈」を主要な目的

として、急進的な変化を求め続けることは、人の気をそらすこと（red herring）（偽情報）

である。本当の闘いは今ここにある。人は常にそのために呼び出されている（called to it）
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のである。ビジネススクールで働き続ける、あるいは学び続ける中で日々なされる行為

や決断の中で、また、そのような仕事の中で実際に何をするのかを問われるなかで、そ

して、教育者と学生の双方が、教育との“役割”の論理をどのように理解し、反応し、

位置づけ、歪め、創造的に適切化するのかが問われるなかで、人は常にその責任を負っ

ているのである。学生の社会化に焦点を当てることは学問にとって重要な学習経験とな

り、CME と CMS の価値観の方向性において、集団的闘争の、豊かで、適切で、非常に

ラディカルな可能性を拡げるのである」。

コントゥはつぎのように続けている。「CME や CMS の多くの業績が示唆しているよう

に、戦略的な観点で考えるならば － ハーニーが巧みに「資本の要求に応じて」（Harney
）と表現しているように － クリティカルな仕事という方法は、「役割や地位あるいは

システムを主張するかどうかが規範的な問題ではなく純粋に戦略的な問題に転化する」

（同上 ）ように、すでに多様化している。クリティカルな仕事において重要なの

は、しばしば言われているように強力な規範的要素によって強調される理論を練り上げ

ることだけでなく、戦略や戦術を練り上げ、さまざまな瞬間やさまざまな方法で実行さ

れる資本主義の要求に応える介入策を生み出すことである。このような戦略、戦術、介

入は、抽象的なカテゴリーや規範に必ずしも左右されるものではなく、偶発的なおこな

われる決定である。このことは、私たちを、クリティカルな仕事や急進的活動とは何か

を実施／評価するノスタルジックで規範的な方法から遠ざけることになるだろう。実際、

アカデミズムを離れ、新しい牧場に向かう学者もいる。また、行動できずにビジネスス

クールで働き続けクリティカルな仕事の限界を嘆く皮肉屋もいるが、彼らにはそのまま

そっと同意してあげたい。もちろん、私たちの関係は危うく、私たち自身も汚染され感

染している。しかし、その逆は何だろう？ ある種の想像上の「純粋主義者」の闘争だ

ろうか？ 歴史と左派の政治活動が私たちに教えてくれたことがあるとすれば、それは、

闘争は常に汚く、しばしば血なまぐさいものであるということだ」(33)。

＊ ＊ ＊

コントゥは、その言説を読むと、一見極めてラジカルに思えるが、他方で、極めて冷

静で現実的である。

近年ビジネススクールのあり方を巡って、別の機会(34)で紹介したように、活発な議論

がおこなわれ、2018 年に刊行され、ビジネススクールをブルトーザーで破壊せよ、と呼

びかけた、パーカー（Parker,M.）の著作 Shut Down the Business School が大きな反響を

呼んでいるが、そのパーカーが、2000 年に、もし「CMS が勝利」し、ビジネス・スク

ールがすべてさびれ、朽ち果てたままになったらどうなるか」(35)、と問題提起し、それ

にグレイ（Grey,C.）が反応したことがあった(36)。コントゥは、その経緯に言及し、つぎ

のように心境の一端を吐露している。「正直なところ、もしビジネス・スクールが歴史

に終わり、生産関係や社会組織のあり方が根本的かつ漸進的に変革した結果、建物が別

の何かに転用されるのであれば、私は喜ぶだろう。そう、私たちが知っている私たちの

生活は終わりを告げるだろう。しかし、それこそが急進的変革の意義なのだ。さらに言

えば、これは権力の終焉を意味するものではなく、自由や平等といった価値観の変動は
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常にオープンで論争的であり、それ以降も続くのだ。闘争と闘争における私たちの責任

は終わりなきものなのである」、と。

コントゥの論文は、平たく言えば、ファミリーとカルテルというタームに象徴されて

いるように、CME はいたずらに規模を拡大することを志向するのではなく、志を同じく

するものたちが、”クリティカルであること”（批判力）を失うことなく、現実に対して

コンティンジェントに対応し、それぞれができる範囲で教育研究活動を続けていこう、

という呼びかけのように感じられる。

この感想を裏付ける資料として、2007 年に Scandinavian Journal of Management に発表

された、英米のマネジメント教育研究ジャーナル３誌（The Academy of Management Lear-
ning & Education、The Journal of Management Education、Management Learning）に掲載さ

れた論文をマネジメント教育のさまざまな形態を明らかにするために実践理論的観点か

ら読み解いた文献レビュー論文“Anglo-American forms of management education : A
practice-theoretical perspective”がある。寄稿者はキルシ・コルピアホ（Kirsi Korpiaho）、
ハンナ・パイヴィオ（Hanna Päiviö）、ケイヨ・ラサネン（Keijo Räsänen）であり、彼ら

は全員 2007 年当時には 1911 年に設立されたフィンランドのビジネススクールであるヘ

ルシンキ経済学校（Helsinki School of Economics）に所属していた。この論文はコントゥ

の論文でも参照されている。

本稿の末尾に“Anglo-American forms of management education ”を本稿の文脈に沿って読み解

いた「３つのジャーナルのなかで語られていた 2000 年前後における英米系マネジメント教育形

態」を、参考資料として、挙げている。

コルピアホらは、そのレビューによって、「研究者たちがマネジメント教育について

７つの異なる概念を説明しているあるいは提案していること」を発見している。この発

見は、彼らの解釈に拠れば、「ビジネススクールの伝統を見直すものであり、あるいは

それに代わるものを提供するものであ」り、「示唆することのひとつはアメリカのマネ

ジメント教育モデルについて単純に賛否を論じることは妥当ではないということであ

る」。言い換えれば、マネジメント教育の「モデル」はひとつではなく、複数のモデル

があることがわかったのである。尚、レビューした最初の２誌はアメリカから発信され

最後の１誌 Management Learning はイギリスから発信されているため、彼らは、自身の

論文において、マネジメント教育の形態を「英米系」（Anglo-American forms）と形容し

ている。

それらの論文は、「誰(who)が、どのように(how)、何を(what)、なぜ(why)」という

４つの切り口 、すなわち、

(1）誰が、誰によって教育されるのか？

(2）教育はどのように達成されるのか？

(3)教育において、何が達成され、成し遂げられるのか？

(4)教育において特定の目標を目指し特定の手段を用いることが、なぜに（どのような理

由で）正当化されるのか？

という視点から、読み込まれ、そこで言及されているマネジメント教育のあり方（マネ
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ジメント教育に関する多様な概念）が、まずはじめに、

１ 伝統的な形態

２ 修正形態

３ オルタナティブな形態

に整理され、

その後更に、

１ 伝統的な形態

１-１ 伝統的なマネジメント教育

１-２ MBA プログラム

２ 修正形態

２-１ サイエンス・ベースの教育

２-２ コンピテンシー・ベースの教育

３ オルタナティブな形態

３-１ サービス・ラーニング

３-２ アクション・ベースの教育

３-３ クリティカルなマネジメント教育

に分類されている。

この分類をコントゥの文脈で読み替えると、クリティカルなマネジメント教育は「マ

ネジメント教育」属のなかの「伝統的なマネジメント教育」種の対極に位置づけられる

「クリティカルなマネジメント教育」種であり、その間には、「修正的な形態」や「オ

ルタナティブな形態」として形容される幾つかの種がある。多分に、それは、ビジネス

スクールなどでは「周辺的な」位置づけのもとで教育がおこなわれ、陰に陽にその存在

が脅かされている、教育形態なのであろう。いわばきちんと自己主張して教育研究がお

こなわていかなければ、その存在が、他の種に吸収され、「消失」しかねないものなの

である。コントゥがファミリーとかカルテルというタームを意識的に援用してクリティ

カルなマネジメント教育を論じている所以である。

４ 展望 “本当に役に立つ知識”とはなにか

ペリトンたちはあくまでも、方法論レベルで、「拒否の教育」というアプローチの徹

底化にこだわっているし、コントゥは幾つかの教育上の戦略を状況に応じて組み合わせ

てクリティカルなマネジメント教育を続けることが世界を変えることである、と雄弁に

説いている。彼らたちには、表現方法は異なるが、共通していることがある。それは、

あえて本稿で用いた言葉で言えば、ファミリーとしての CME が主流派と呼ばれる（ア

メリカ発の）マネジメント教育からあくまでも距離を置いている、と考えられているこ

とである。

但し、クリティカルなネジメント教育に対する「肯定的な」評価はペリトンたちだけ

に特別に見られるアプローチではないだろう。例えば、コルピアホたちがレビューした

雑誌 Management Learning に掲載されている多くの論文では、濃淡の差があるかもしれ
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ないが、そのような発想が共有されている、と容易に想像される。何故にそう言えるの

か？ これは、コルピアホたちのレビュー論文の言葉を借りれば、Management Learning
は他の２つの雑誌と異なり、「少なくとも部分的にはイギリスに端を発している」雑誌

であるからである。ちなみに、Management Learning の公式ウエブには、「多様な形態の

マネジメント教育に対するより批判的で挑戦的なアプローチを推進することに興味があ

るすべての人に Management Learning を薦める」というヒュー・ウィルモット（Hugh
Willmott）の言葉が掲載されている(37)。イギリスの学術的風土で育った研究者にはクリ

ティカルな発想は慣れ親しみ馴染みやすいものである。

ペリトンは、2007 年に、「本当に役立つ知識（really useful knowledge）」という概念に

言及した論文を発表している(38)。この「本当に役立つ知識」という用語自体(39)は、よく

知られているように、19 世紀に、労働者が知る必要があると感じたことを中心に独自の

カリキュラムや教育法を組み立て始めた急進的な教育運動によって使われたものでもの

であるが、その本当に役立つ知識というタームがいまでもクリティカルなマネジメント

教育の重要なキーワードのひとつになっている。

イギリスには、柴原真知子の解説に従えば、労働者階級を中心として行われた学習活

動､学習をめぐる思想､学習機会を提供した組織など､成人の学習をめぐる一連の動きから

なる、独白に生成された教育の歴史がある。それは「成人教育」として知られている伝

統であり、イギリス成人教育は､産業構造の変化とともに大量に出現した労働者階級が急

速に変化する社会状況と深刻な問題をもたらした階級分化を通して､さまざまな問題や葛

藤と対峙しながら、人々の生活と密接に結びつく学習活動を基盤として蓄積させてきた、

成人の学びの総体であり、その特徴は､伝統的に非職業的でリベラルな(教養主義的な)学

習に特に価値がおかれてきたことにある(40)。

但し、サッチャー政権以降「生涯教育」（lifelong education）という名前のもとでおこなわれ

ている成人教育はかつての伝統的な成人教育から逸脱し変質している。このことに関連して、

マーチン（Martin,I.）は、サッチャー政権以降政府主導でおこなわれている生涯学習は高度に

政治化され基本的に経済主義的であり、生涯学習の概念の中心に、人間は本質的に経済的な生

き物でありキャッシュ・ネクサス（cash nexus）の生き物であるという考えが据えられている、

との立場から、２つの言説を俎上に載せ料理している(41)。

ひとつの言説では、「成人学習者が労働者あるいは生産者として構築（constitute）され、教育

はグローバル市場における経済競争力の原動力であり、失業や技能格差はこれを正しく理解し

ていないことの結果である。成人教育とは、仕事のために訓練し、生産、富の創造、利益（も

ちろん、主に他人のものだが）における役割のために人々を準備することであり、重要なこと

は、実際の仕事が存在するかどうかは別として、労働倫理の規律は維持されなければならない

ということである。これは供給サイドに立った生涯学習が何を意味するかについてのいささか

視野の狭い見方であるが、最近の政策では主流である。・・・第２の言説では、成人学習者が

消費者あるいは顧客として構築されている。この場合、成人教育は、他の商品と同じように、

市場で売買される需要サイドの商品に還元され、成人教育は一挙に市場取引に成り下がってい

る」。

これらの経済主義的な言説が重要でないわけではないが、「生涯学習はもちろんのこと、成



- 20 -

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？

人教育がどうあるべきかを十分に説明できていない」ものであり、マーチンの立場から言えば、

「私たちは、教育者として、経済のサービサーでも教育市場のトレーダーでもない。それどこ

ろか、私たちの真の関心は、人々が“全人格”あるいは丸みを帯びた人間として、その潜在能

力を十分に発揮できるようにすることにある。このことは、成人教育が、人々が職場や市場の

外で生じるさまざまな政治的役割や社会的関係に関与するのを助けるべきであることを示唆し

ている。社会人教育における急進的かつ社会的な目的の伝統が常に明確な信念をもって語って

きたのは、人間であることの意味についてのよりホリスティックで市民的な感覚である。そし

て、もし私たちが生涯学習を積極的なシティズンシップや社会的包摂と再び結びつけることに

真剣に関心を持つのであれば、私たちが復活させ、大切にしなければならないのは、この成人

教育と成人学習の伝統なのである」。

伝統的な成人教育は「成人学習者が政治的主体者及び社会的行為者として扱われる」社会的

・政治的関わりの成人教育」であり、学生は、市民として特別で平等かつ不可分の政治的地

位を持つ“知る主体”として教育的出会いに臨む存在であり、カリキュラムは、少なくとも部

分的には、学生の知的・個人的資源と社会的・政治的関心から構築されている。彼らは社会的

なアクターであり、空っぽの器でもなく、欠損システムでもなく、必要性の束でもなく、第一

義的には生産者でも消費者でもない。さらに、彼らの教育的関心と願望は共有され、集団的な

ものである。これが出発点」である。なぜならば、「それが市民としての共通点だからである。

学習とは本質的に、自分たちの世界を理解し、より良く変えるために集団で行動するのに役立

つ知識を作ることである。この種の成人教育における生徒の集団は、アイアマンとジェイミソ

ン（Eyerman, R. & Jamison, A.）の言葉を借りれば、「認識論的共同体」(42)である。

このよう経緯の中で「根付いてきた」成人教育は、しかしながら、マーチンによれば、「す

っかり姿を消してしまった」のであり、いま幾つかの課題に直面している。

1）技術的合理性や狭量で経済主義的な職業主義や能力主義にますますさらされ、またそれに適

合することを期待されていること

2）多かれ少なかれ、知識が商品化され、資格をめぐる争いに転化し、教育機関や教育機関が互

いに協力や協調よりもむしろ競争の関係にあるような教育市場の中で活動することを余儀な

くされていること

3）このマーケットプレイス、特に、その労働者は、ネオマネジリアリズムの厳しさにさらされ、

コスト至上主義の会計士の世界観を強要されていること

4）消費者あるいは顧客としての「自己主導的学習者」像は、目的にかなった教育的介入とは異

なり、個人的かつ個別的な学習の非指示的（non-directive）「促進」に重点が置かれ、

5）その社会的・教育的意義を検証するよりも、個人的な体験者の真偽を称えようとする傾向が

強まっていること

6）ヨーロッパや北米の成人教育の多くに見られる「ポストモダンの転換」は、社会的目的、政

治的関与、より良い世界のビジョンなどの歴史的なルーツから切り離されてしまっているこ

と

7）「能動的市民性」や「社会関係資本」という修辞的な主張では、文脈、偶発性、権力の差と

いった物質的な現実がほとんどあるいはまったく考慮していないこと。

8）成人教育／学習における指導媒体としての情報技術に対する熱狂の高まりは、テキストの権

威、知識の私有化、学習の統制、学習者の自律性に関して重大な問題を提起し ているが、
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無視されていること。

これらのことは、イギリスの成人教育における急進的な伝統の言葉（ジョンソンの表現）を

借りれば、われわれは、「本当に役立つ知識」（人々が批判的で自律的で、必要であれば異論を

唱える市民となることを可能にするよう計算された知識）の能動的な主体とは異なる、「単に

役立つ知識」（すなわち、人々を生産的で有益で静かな労働者にするために構築された知識）

の迎合的な提供者となる危険にさらされていることを意味している。これは、「国家が提供す

る教育は、人々を生産的な労働者にし、利益を上げ、静観させるように設計された教育内容を

通じて、服従を強いるものであり、そこで供されているのは「単なる役に立つ知識」であるが、

本当に有用な知識は、人々が自律的で批判的で（おそらくは）反体制的な市民となることを可

能にするような知識ではなかったのか、という疑問でもある。

では、どうすればよいのだろうか？ マーチンは民主主義の学習そしてアゴラ（agora）の再

構成を展望しているが、本稿ではその指摘に止めておく。

ペリトンの言説に戻ると、クリティカル・マネジメント・スタディーズとクリティカ

ルなマネジメント教育はともに、マネジメント教育の役割は単に優れたマネジャーを育

てることではなく、より良い社会をつくることであるという同じ懸念を現代的に表現し

たものであり、成人教育の流れはクリティカルなマネジメント教育のなかで継承されて

いる。

イギリスには、すでに触れたように、クリティカルという点で言えば、CME が CMS
というより大きなプロジェクトの「単なる」分派であるという単純な構造ではなく、教

育学的前提として、成人教育に基づいたより長い歴史があり、ペリトンの解釈に倣えば、

1990 年代にクリティカル・マネジメント教育の理論的根拠の一部となった議論は、事実

上、こうした古い（おそらくは忘れ去られた）議論を再構成したものであった。「この

議論は、功利主義とリベラリズムの適切なバランスに関する「単なる」議論ではなく、

有用な知識をめぐる議論と同様に、「マネジメント教育の無自覚な政治性」(44)に対する反

応でもあり、また、よりクリティカルな形のマネジメント教育を求める声は、新保守主

義のより一般的かつ広範な社会経済的支配に対する反応であった。CME は、（半世紀前

にマーフィー（Murphy,M.）(45)が論じていたような）マネジメント教育を「雇用のため

の高度に専門化された準備」とすることを望む人々の支配から、マネジメント教育を取

り戻したかったのだ。なぜならば、1980 年代以降、ビジネススクールは、恥ずかしげも

なく企業の利益や自由市場の価値観に取り込まれ、マネジメントの「事実」を教えるに

もかかわらず、その代わりに資本主義を支え正当化する「価値観」を伝えるようになっ

ていたからである」。そして、そのような流れのなかで、「クリティカル・マネジメント

・スタディーズの学者たちは、自分たちの挑戦が資本主義経済における高等教育の役割

を問うというレベルに留まることに満足していたかもしれないが、彼らのマネジメント

教育に関する「挑発」は、教育プロセスに関して既存のプログラムに挑戦する可能性に

関心を持つ学者たちの注目を集めることになったのである。CME プロジェクトを次の段

階に進めたのは、このグループである」。

クリティカル・マネジメント教育は、ペリトンの立場から言えば、マネジメント教育

の政治性に異議を唱えたり、有害な権力力学を最小化しようとしたり、学生の批判的意
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識を高めようとしたりする教育法の実験に関連する動き（著作の公表）と結びつき展開

されてきた。重要なことは、これらの「CME に関連する著作の多くには独特のラディカ

ルな成人教育的風味」が見られることであり、「イギリスの文脈では、これはほぼ間違

いなくランカスター大学のマネジメント・ラーニング学部(Lancaster University's Depart-
mement of Management Learning － 現在は、Department of Management Learning and Lead-
ership として改称されている)の影響を受けている。ランカスター大学の専門であるマネ

ジメント開発・教育研究と教育学的に革新的な大学院コースはクリティカル・マネジメ

ント・スタディーズの「挑発」よりも以前から存在し活動がおこなわれているが、クリ

ティカル・マネジメント・スタディーズの教育論議への初期の貢献者の一人がスティー

ブン・フォックス（Fox,S.）であり、そしてもう一人がマイケル・レイノルズであり、

彼らがマネジメント教育と開発実践のための解放的教育理論の意味を研究する知的プロ

ジェクトの中心的存在であった(45)。

ランカスター大学の他の貢献者（過去と現在）として、カンリフ(Cunliffe,A.)、エリオット

（Elliott, C.）、ターンブル（Turnbull, S.)、ペリトン、スネル（Snell, R.）、スワン（Swan, E.）な

どの名前と著作が挙げられている。ちなみに、ペリトンもコントゥもランカスター大学で学ん

だ卒業生である(46)。

しかし、CME はラディカル教育や成人教育から何を借りたのだろうか？ レイノルズ

とペリトンは、CME の実践を支える基本的な教育学的信念を特定する試みの中で、通常、

以下の側面が見分けられると示唆してきた(47)。

まず、クリティカルなマネジメント教育には、理論と専門的実践の双方に埋め込まれ

た前提を問い直し、道徳的かつ技術的な性質を持つマネジメントと教育に関する問いを

投げかけることが含まれるべきであるという信念があり、マネジメントが達成される手

段だけでなく、それがどのような目的のために追求されるのかにも関心が見られる。そ

の結果、権力とイデオロギーのプロセスが教室での議論の焦点となることが多く、これ

には、マネジメントの権力が制度的構造、手続き、慣行といった社会的基盤の中に包摂

され、人種、階級、年齢、ジェンダーといった既存の不利な状況を再生産しているケー

スも含まれる。

ついで、たとえその概念が無条件に受け入れられるものではないとしても、コミュニ

ティという概念への志向がある。根底にあるのは解放的な目的であり、この種のマネジ

メント教育は、公正、民主主義、エンパワーメントに基づく、より公正な社会の実現の

一部と見なされている。

そして、クリティカルなマネジメント教育は、提供される理論を正しく理解し、しば

しば実践を疑うことなく再現することを証明する教育機関のなかでおこなわれているに

もかわらず、マネジメント教育者がマネジメントの理論と実践のある意味で「外側」に

自らを位置づけることは可能である（そして望ましい）という信念にも基づいている。

最もよく使われる教育学的手段は批判的省察である。この方法は、抵抗や新しい組織形

態の採用を通じて抑圧的なマネジメント実践を変えるために、教師が生徒と対話するこ

とを可能にする、と信じられている。
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但し、イギリスの高等教育の現場でクリティカルな立場から教育・研究活動を続ける

ことは容易なことではなく、そのことは公表された著作物にも表れている。イギリスの

マネジメントの教室で批判的であることの難しさについて最初に発表したのは、 トンプ

ソンとマックギバーン(Thompson,J. & McGivern,J.)(48)であった。その後、クリティカルな

内容を導入することの難しさや抵抗について語られたものとしては、 カーリンズとスプ

リンゲット（Kearins,K. and Springett,D.)(49) の言説があり、彼らはマネジメントの授業に

おいて持続可能性の問題を教えることの難しさを探求している。ハーゲン(Hagen,R.)た
ち(50)は、批判的な学者が MBA の教室でどのような受け止められ方をするのかという長

年の懸念に取り組んでいる。ハンフリーズとダイヤー（Humphries,M. and Dyer,S.) (51) は、

批判的・ポストモダン的な理論的観点の教育への導入について報告しており、フロップ

(Fulop,L.)(52)は、批判的観点を取り入れた教科書を書くことのさらなる難しさについて考

察している。よく引用されるミンガース(Mingers,J.) (53)の論文では「クリティカルなこ

と」という概念が学生に紹介されている。他にも、批判的内省を教室に導入しようとす

るときに直面する困難さに言及している論文として、たとえば、リーディ(Reedy,P.)(54)

の論文は、批判的学習共同体という概念における権力の非対称性についてコメントして

いるし、キャタロール（Catterall,M,)たち(55) は、マーケティングのカリキュラムに批判

的反省を導入することの肯定的側面と否定的側面の両方を考察している。

これらの事例は、イギリスの学界では、アメリカのと比べて CME の出版数が多いこ

とを物語っている一例である。

イギリスにおけるクリティカルなマネジメント教育は、現実には確かに、マネジメン

ト教育の「周辺的な」位置に置かれているが、急進的教育だけではなく、成人教育とい

うにおける既存の文献が適応されの影響を受けて、生まれ発達してきたのであり、この

ことがアメリカのクリティカルなマネジメント教育と一線を画する要因となっている。

ペリトンの言葉をそのまま借りれば、「アメリカの場合、CME が成人教育から切り離さ

れビジネススクールの論理の中で孤立していることが、CME の周縁的な地位を確実なも

のにしている」

「本当に有益な知識」とは何なのか？ フレット（Keith Flett）(56)によれば、これは、

「チャーティスト時代に労働者階級の急進派が発展させた政治的知識の体系を表現する

ためにリチャード・ジョンソン(Richard Johnson)によって用いられたターム」であり、「こ

のテーマについてジョンソンが初めて書いたのは Johnson.R.,“Really Useful Knowledge”,
Radical Education, Nos 7&8,1976 であり、その後の多くの著作で彼の考えは発展させられ

ている。このタームは 1830 年代から 1840 年代にかけて急進派によって実際に用いられ

ていたものであるが、そこに政治的民主主義そして経済的民主主義の要素がどのように

組み合わされているかを示したのがジョンソンだったのである」。

この概念は時代の産物であり、その内容の今日的な妥当性に関しては議論があり、例

えば、上掲のフレットがロンドン大学に提出した学位請求論文ではその経緯が整理され、

あるいは、そこから教訓を引き出そうという試み(57)がいまでも続いている。

ペリトンも「本当に有益な知識」に関心を寄せているひとりであるが、彼女の著作に

は、一方では、過去にも本当に有用な知識はたくさんあっただろうが、現状ではチャー
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ティスト時代の経験を経てどのように変化したかについては概略的なスケッチ（ジョン

ソンの著作のような）しか知られていない、という認識があり、また他方で、「新しい

瓶の中の古い議論」（old dbates in new bottle）という皮肉を込めた現状認識も見られる。

これは、「本当に役立つ知識」概念を、21 世紀というチャレンジングな変動期にそして

クリティカルなマネジメント教育の文脈のなかで有意義に継承し活かし共有していく途

はどこにあるのであろうか？というペリトンなりの問題提起であろう。

次稿以降では、クリティカルなマネジメント教育の教育手法は他の教育形態のそれと

どこが異なっているのか、そして「クリティカルに人材を育成（開発）するとはいかな

ることなのか」という視点から、現代のクリティカルなマネジメント教育の動きを整理

する予定である。
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資料：３つのジャーナルのなかで語られていた

2000 年前後における英米系マネジメント教育形態

宮坂 純一

１ はじめに

２ 文献のなかで描かれているマネジメント教育

３ 文献レビューから読み解かれたマネジメント教育

１ はじめに

2007 年に、マネジメント教育のさまざまな形態を明らかにするために、英米のマネジ

メント教育研究ジャーナル３誌（The Academy of Management Learning & Education、The
Journal of Management Education、Management Learning）に掲載された約 900 論文を実践
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理論的観点から読み解いた文献レビュー論文“Anglo-American forms of management educa-
tion : A practice-theoretical perspective”が Scandinavian Journal of Management に発表され

ている。寄稿者はキルシ・コルピアホ（Kirsi Korpiaho）、ハンナ・パイヴィオ（Hanna
Päiviö）、ケイヨ・ラサネン（Keijo Räsänen）であり、彼らは全員（2007 年当時）1911 年

に設立されたフィンランドのビジネススクールであるヘルシンキ経済学校（Helsinki
School of Economics）に所属していた(1)。

コルピアホらは、そのレビューによって、「研究者たちがマネジメント教育について

７つの異なる概念を説明しているあるいは提案していること」を発見している。この発

見は、彼らの解釈に拠れば、「ビジネススクールの伝統を見直すものであり、あるいは

それに代わるものを提供するもの」であり、「示唆することのひとつはアメリカのマネ

ジメント教育モデルについて単純に賛否を論じることは妥当ではないということであ

る」。言い換えれば、マネジメント教育の「モデル」はひとつではなく、複数のモデル

があることがわかったのである。尚、レビューした最初の２誌はアメリカから発信され

最後の１誌 Management Learning はイギリスから発信されているため、彼らは、自身の

論文において、マネジメント教育の形態を「英米系」（Anglo-American forms ）と形容し

ている。

コルピアホたちは、“アメリカのマネジメント教育”という言い回しは神話であり、

問題はそれがどのように利用されているかにある、という関心を抱いている研究者であ

り、その問題意識はつぎのような文章で示されている。「マネジメント教育に関する会

話では、しばしば“トップビジネススクール”で実践されている“アメリカ・モデル”

について言及されている。このモデルは、ビジネス教育をアレンジするための理想とさ

れるか、あるいは、覇権主義的な － 否、本音で言えば、帝国主義的な、いかがわしい

－ 理想の源泉であると非難されているが、しかし、このアメリカ・モデルが実際にどの

ようなものであるのかについて、対談者たちが明示することはほとんどない」のが現状

である。但し、「この状況のもう一つの興味深い側面はマネジメント教育がある種の危

機にあるという主張が広まっていることであり、このような主張は、どのような教育が

危機に瀕しているのか、あるいは少なくとも方向転換を必要としているのかという疑問

を提起している」。

コルピアホたちがレビューした論文は、The Journal of Management Education（JME）
に 1991-2005 年に掲載された約 670 本、The Academy of Management Learning & Education
（AMLE）に 2002-2005 掲載された約 110 本、そして Management Learning（ML）に 1994-2005
に掲載された約 300 本である。但し、彼らの判断では、JME と AMLE に掲載された論文

のほぼすべてが今回のレビューのテーマに関連するものであったが、ML に掲載されて

いた職場組織における学習に関する論文はビジネススクールにおける教育に直接関係の

ないものもあり、それが故に、300 本の論文のうち 115 本がレビューされている。

それらの論文は、「誰(who)が、どのように(how)、何を(what)、なぜ(why)」という

４つの切り口 、すなわち、

(1）誰が、誰によって教育されるのか？

(2）教育はどのように達成されるのか？

(3) 教育において、何が達成され、成し遂げられるのか？
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(4) 教育において特定の目標を目指し特定の手段を用いることが、なぜに（どのような

理由で）正当化されるのか？

という視点から、読み解かれ、そこで言及されているマネジメント教育のあり方（マネ

ジメント教育に関する多様な概念）が、まずはじめに、

１ 伝統的な形態

２ 修正形態

３ オルタナティブな形態

に整理され、

その後更に、

１ 伝統的な形態

１-１ 伝統的なマネジメント教育

１-２ MBA プログラム

２ 修正形態

２-１ サイエンス・ベースの教育

２-２ コンピテンシー・ベースの教育

３ オルタナティブな形態

３-１ サービス・ラーニング

３-２ アクション・ベースの教育

３-３ クリティカルなマネジメント教育

として、７つにグルーピングされている。

コルピアホたちは、何故に、「誰が、どのように、何を、なぜ」という問いにこだわったの

のであろうか？ 彼らによれば、幾つかの理由がある。

第１に、これらの４つの質問はどのような実践者にとっても理にかなった（sensible）もので

あること。学生や教師であれば誰でも日常生活を振り返りそれらが関連性のある質問であると

すぐに気づくだろうし、実践している人は、通常、自らの実践的な行動や活動を問いとの関連

で自問し「説明」することはないだろうが、４つの問題に触れたエピソードを互いに共有する

ことはある。例えば、学術誌への寄稿はそのようなストーリーテリングの特別なケースである。

コルピアホたちによれば、「大学でさまざまな教育活動に携わっている」ものにとって、「“ど

のように”という問いに直面することは避けられず、与えられた時間枠と地域性の中で”答え

”を出さなければならない状況に置かれている。科目の内容や教科の教え方に焦点を当て、構

成する方法を考え、もし自分の指導に変更を加えなければならないのであれば、それによって

“何を”成し遂げ、達成できるかを自問している。同僚や上司とプログラムの目的や学問的文

脈における自分や生徒の立場について交渉することもあるだろう。道徳的な懸念や“なぜ”と

いう疑問も避けることができ」ないものであり、「自分の仕事の一部として教えることの意味

を支える道徳的動機を探すこともあるだろうし、自分の教育目標やそれを達成するために採用

する手段（例えば学生への接し方）の正当性を求める人もいるだろう。そして、“教師として、

学者として、自分は何者なのか、どうすれば自分の期待に応えられるのか”と自問することが

よくある。また学生が実践的な活動としての勉強を振り返るよう求められるときにも同じ問い

が突きつけられている」。
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このことは、４つの質問には２つの異なる目的があることを示すものでもある。それは、実

践家が自分自身の実践活動を振り返るのを助けると同時に、部外者が実践活動について議論し

やすくすることであり、もうひとつは、実践における知見と部外者側における議論された理論

化との間に双方向のリンクを提供することである。

第２に、実践活動と創発的実践に関する特定の概念に基づいていること。コルピアホたちに

よれば、その概念は、「実践（practice）の理論」として知られるものであり、社会理論と哲学

において中心的な位置を占め、近年では、教育研究にも、また最近ではビジネススクールにお

ける特定のサブフィールド（特に組織研究）にも影響を及ぼしている。プラクティスという概

念は、社会的プラクティスへの参加として位置づけられる学習という新たな理解を生み出した

ため、教育の文脈では特に重要な意味を持っている。というのは、この考え方によれば、働く

こと、学ぶこと、革新することを別々のプロセスとしてとらえたり、学習の社会的・政治的文

脈を無視したりすることは意味がないからである。

第３に、これらの一連の質問によって、マネジメント教育とは何なのかについて幅広い視野

を持つことができること。コルピアホたちによれば、「研究者はもちろん教育者や学生も政治

的な問題を重要視することがある」し、「教育活動の目標は、ビジネス・スクールのさまざま

なユニットやプログラムを含むさまざまな場で、絶えず争われ、再交渉される」ものであり、

「研究者や教育の実践に携わるひともまた道徳的な観点を求めているのかもしれない」からで

ある。「マネジメント教育へのどのようなアプローチも重要なアクターである学生や教員を省

いてはならない」のであり、「言い換えれば、マネジメント教育の実りある構想は、戦術的（ど

のように How）問題を解決するだけでなく、政治的（What）、道徳的（Why）な問題にも取り

組み、重要なアクターは誰なのか、あるいは誰であるべきなのか（Who）を示唆すべきなので

ある」。

４つの質問は、道徳的、政治的、戦術的、あるいは「主観的」なスタンスと実践的な活動様

式を表現するものであり、コルピアホの構想では、文献レビューの結果として抽出されるであ

ろう「“モデル”は４つの問いに対する独自の具体的な答えを持っているはず」であった。「し

たがって」、彼らの「具体的な作業は、この問いに答える論文を見つけ出し、複数の、おそら

くは異なるテキストから答えを構築することであった」のである。

戦術

教育がどのように達成されるべきかという問いを考える上でコルピアホたちが依拠したいく

つかの発想があった。それは、まず、ミシェル・ド・セルトー（Michel de Certeau)(2)によって

示されていた「「戦略」と「戦術」を区別する」ことであり、ド・セルトーの指摘は、彼らのな

かで、「ほとんどの行為者の日常生活における実践では、戦略を立てるよりも、むしろ「やり

遂げる」ことが重要である」として解釈された。「他者が所有する空間では、個々の行為者

は自分のスタイルで行動することしかできないのであり、マネジメント教育では、ほとんどの

学生や教師が、政治的な戦略を実行したり、政治的な機会や正当な道徳的正当性の観点から設

定を変更したりすることができず、ただどのように勉強したり教えたりするかについて選択す

ることしかできないと感じている、とが考えられる」、と。とすれば、「教育や学習方法、授業

コンセプト、授業内容、生徒や生徒の行動に関することなど、教育に付随するさまざまな技術

的問題を取り上げた論文が数多く執筆されている」のは当然のことであり、コルピアホたちが

「これらの記事を読むにあたって、特定の教育モデルの文脈における学習方法や教授方法につ
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いての記述や提案に焦点を当てた」のはそのためであった。

政治

教育において何が達成され何が成し遂げられるのかを考えるにあたってコルピアホたちが活

用したのが「教育を社会的・政治的文脈と結びつける社会学的な視点」である。これは、「教

育は、中立的な知識を効率的に伝達するだけではなく、社会における機会や地位の分配に関す

る再生産的・再割当て的な結果をももたらす」ものである、というアプローチであり、ピエー

ル・ブルデュー(3)（Bourdieu,P.) の研究がその代表的なものとして位置づけられている。ブル

デューの見解は、コルピアホたちの解釈では、「人生は社会的な場における位置づけの経済で

あり、個人は特定の地位を受け継いでいるが、それは教育への参加によってのみ限定的に変え

ることができる」、というものであり、コルピアホたちは、「ブルデューのアプローチを決定論

的に読むのではなく、ブルデューが示唆する厳密な限界（すなわち、ハビトゥスや資本のアク

セス可能な形態）の範囲内で、個人や集団には特定の分野における地位を向上させる可能性が

あり、教育課程や教育へのアクセスルールに影響を与える立場にある人々は、平等やその他の

配慮を理由に、教育課程や教育へのアクセスルールの見直しや、より根本的な変更を求めるか

もしれない」、と読み替えたのである。とすれば、「マネジメント教育は、マネジメントの専門

職とマネジメントの実践との関連において、何を達成すべきなのかということ」が「重要な問

題」として浮かびあがってくるのであり、コルピアホたちが、文献レビューに際して、「マネ

ジメント教育全般あるいは特定のプログラムや教育コンセプトの目標や「機能」について、ど

のようなことが述べられているかに注目した」のはそのためである。

なぜ特定の目標を目指し、特定の手段を用いることが正当化されるのか。これは、コルピア

ホたちによれば、道徳的な問題であり、彼らは、そのような解釈のもとで、執筆者たちが表明

している具体的な「道徳的秩序」に注目している。これは、「特定のモデルの支持者たちは、

その価値をどのように正当化しているのか、そして／または、どのような道徳的動機をそれに

付与しているのか」、という問題である。

コルピアホたちは、文献レビューに際して、「道徳哲学における代替的な学派や、それに従

って論文を分類することに主眼を置いているわけではない」が、しかし、「実践の概念を中心

的なものとしてとらえ、実践活動の道徳的側面を論じようとする」彼らの「試みにインスピレ

ーションを与えてくれた道徳哲学者」として「徳倫理学の伝統を代表するマッキンタイア

(MacIntyre,A.)(4)とテイラー(Taylor,C.)(5)」の名前をあげ、「道徳は実践の中にある」（ハンセン

(Hansen,D.)(6)、マックファレン（Macfarlane,B.)(7), ニクソン(Nixon,J.)(8)、ロバート（Robert,J.)(9)

も参照）という考え方に導かれた、と述べている。「マッキンタイア自身は、社会的実践を“

内的な善（good）”の観点から定義しているが、この“「善”」が何であるかを知るには、具体的

な実践に関与することが必要であり、少なくとも実践者が自らの実践とその道徳的評価につい

て語ることを真剣に受け止めなければならない」のであり、したがって、「我々は、特定の教

育形態が生徒や教師、関連する他者に提供できる“良きもの（good things）”という文脈に沿っ

て、そしてこの実践形態が求める“美徳”という文脈に沿って、関連する論文を分析し、これ

らのテーマに直接関係する記述を見つけることができなかった場合には、教育が奉仕する、あ

るいは奉仕すべき“価値”、あるいは教育 が取り組むことのできる道徳的関心事に言及した

記述に注目した」、と。

主体
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誰が、誰によって教育されるのかという疑問に対する答えを探すためにコルピアホたちが注

目したのが「特定の教育形態に参加する、あるいは参加すべき生徒や教師の種類に関する記述」

である。理論的には、「主体」（あるいは「行為者」）という概念は多くの分野で中心的なもの

であり、多くの論争が示しているように複雑な事象である（コリンソン（Collinson,D.)(10),ホラ

ンド（Holland,D.)など(11)、オートナー（Ortner,S.)(12))ことに加えて、教育言説は、移動し、変

化し、断片化される可能性のある主体である学生を不可避的に扱うものであり、教育のさまざ

まな状況や段階において「学生とは誰か」を特定することは困難ではないのか、と予想された

が、コルピアホたちは、レビューの対象になった学術雑誌論文には必ずしもこうした複雑な問

題を含んでいるわけではないことが判明した、と述べている。「高等教育において、学生は、

戦術的能力、道徳的 動機、あるいは政治的関心に関して“'成長”することが期待されている

ようだ」、と。

いずれにしても、「戦術的、政治的、道徳的な問題そして主体の問題は、他のどれにも包含

されたり、他のどれかに還元されたりすることはない、ということ」がコルピアホたちの認識

であり、「実践的な教育活動においては、教師や生徒（グループ）は、同じ活動の異なる側面

として、これらの問題に遭遇しなければならない」存在として描かれていたのである。

文献レビュー論文の執筆は、コルピアホたちの文章を借りれば、つぎのように進められた。

まず、雑誌のすべての論文に眼を通し、関連する論文を選び、それらに関する（抄録または広

範な要約を含む）基本情報を記載したファイル（ノート）が作成された。この段階では、４つ

の質問（誰が、どのように、何を、なぜ）のいずれかに触れ、教えること、勉強すること、ま

たはその両方を扱った論文を見いだすことに注意が集中された。そしてそれらの情報が共有さ

れたときに、教育についてさまざまな概念を明らかにするのに役立つ論文に焦点を当てるべき

だ、と気づき、第２段階では、４つの主要な質問のすべてあるいは少なくともそのうちのいく

つかに触れている論文を共同で探す作業に取りかかった。これによって、マネジメント教育の

多様な形態に関する潜在的なイメージが浮かび上がり、それを最初のノートと照らし合わせ、

重要な提案や記述を見逃していないことを確認する作業に移った。最終段階では、原著論文に

立ち戻り、特定の教育形態に関する著者の記述や提案が４つの質問に対してどのように答えて

いるか、の確認作業がおこなわれた。

マネジメント教育ジャーナルに掲載される論文はビジネススクールの日常生活と複雑かつ多

様な関係にあり、コルピアホたちの認識では、「ある執筆者は満足のいく教育形態を開発する

ための自身の長年の努力について報告し、またある論者は、代替案について論じているが、実

際に実験を行ったわけでも、その考えに傾倒したわけでもないし、現在進行中の議論の一環と

してあるいは実証的研究を発表する手段として書かれた論文もある。また、教育一般について

書く執筆者者もいれば、自分自身のローカルな環境からこのテーマにアプローチしている論者

もいる。このように、「資料が異質であるために」、コルピアホたちができたことは「マネジメ

ント教育に関するさまざまな「概念（教育形態 － 宮坂挿入）」を特定することだけであり、そ

れらすべての概念が特定のビジネススクールにおける教育実践とどのように関連しているのか

を知ることはできなかった」。

コルピアホたちは、このことを踏まえて、レビューされた論文では、「執筆者自身が実践者

として経験しているわけではないために」、現場で実際におこなわれている「教育活動の具体

的な形態が本当に記述されているわけではないく、この点で、我々のレビューは実務ベースの
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視点の可能性を十分に活用しているとはいえない」、と断っている。「この点をフォローアップ

し評価するためには、さらなる研究が必要であろう」、と。

コルピアホたちは、すでに紹介したように、大凡 900 本の論文のなかで語られている

マネジメント教育を「誰が、どのように、何を、なぜ」の視点から読み解き、上記のよ

うに７タイプに整理・分類した。彼らのレビューに従えば、それぞれの形態は論者によ

って幾つかの特徴が見られるものとして言及されていたのであり、それらの特徴は、個

々の形態ごとに、必要に応じてレビューされた論文からの直接の引用も交えて整理する

と、つぎのように文章化されるものであった。

２ 文献のなかで描かれているマネジメント教育

伝統的なマネジメント教育

マネジメント教育の専門誌には“伝統的”や“主流”といった表現が頻繁に登場する。

この用語は、通常、マネジメントの「従来通りの教育」を念頭に置いて用いられている

ものであり、レビューされた論文のなかでマネジメント教育の多様な（潜在的な）形態

の起点として提示されていたのが“マネジメント教育の伝統的モデル”である。但し、

その内容は、コルピアホたちの注釈によれば、「それに対する修正や代替案を提案して

いる執筆者たちの（そこから逸脱したいという意図を反映した）コメントに基づいて構

築されている」ために、あるいはそれとは何か違うことを提案している人たちの間では

批判の主な対象となるものであるためか、極めて「ステレオタイプ」であるが、伝統に

対する批判は驚くほど一貫している。

伝統的な形態のビジネス教育は、組織行動、マーケティング、会計、財務などのビジ

ネススクールの学問領域（business disciplines）に従って編成されている。教師はそれぞ

れの専門分野のスペシャリストである。ほとんどのマネジメント学者のキャリアは、一

般的に、単一の学問分野またはその下位学問分野の上に構築された“帝国”に集中して

構築されている。アイデンティティ、自尊心、あるいはキャリアという点で、マネジメ

ント学者にとって「重要な他者」は同じ分野で働く人々であり、この境界を超える学者、

学生、雇用主はあまり重要視されていないていない。

学生たちは学習や知的挑戦よりも自己啓発やキャリアの展望に関心があると見做され、

実践的で道具的な志向の強い人物として表現されている。このタイプの学生にとって、

勉強とはマネジメント・テクニックを収集することであり、例えば、グレイやミテフ

（Grey C.and Mitev,N.)(13)の論攷では、「マネジメントを学ぶ学生たちは、一般に、実践

的志向で、有用で、すぐに応用可能であると思われる技法（財務、会計、システム分析、

あるいはチェンジマネジメントやモチベーションの“方法論”など）を学ぶことに快感

を覚えている」、と記述されている。

戦術的な関心は科目やカリキュラムの内容を構成する方法に向けられている。カリキ

ュラムには最も需要の高い分野が組み込まれ、さまざまなマネジメント・タスクや機能
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に特化することができるように設計されている。講義が主な教育手段であり、最近では、

ケーススタディ、さまざまな技術的補助や e ラーニングが用いられるようになっている。

マネジメント教育の目的は、学生のマネジメント能力を向上させ、マネジャーとして

必要なより効果的なテクニックを身につけさせることであり、その道具的な発想に批判

が集中している。

但し、そのことが、逆説的だが、またより重要なことかもしれないが、それを期待し

ているマネジャーに正当性を与えている。伝統的な形態の教育は、なぜに、道徳的に望

ましいのだろうか。クリティカルな人々は従来型のビジネス教育が道徳的に与える影響

を懸念しているが、彼らがその正当性について明確に描き批判している訳ではなく、コ

ルピアホたちの推測によれば、伝統的な教育を正当化している根拠は、ビジネスアカデ

ミズムは、競争力あるビジネスをつくりあげるコントロールすることができる効率的な

マネジャーを育成することによって、社会に最も貢献する、という主張である。そこに

は、個人には個々人それぞれの価値観や才能があり、どのような教育が個人にとって望

ましく利用可能であるかを最もよく決定するのは市場である、という発想が横たわって

いる。

MBA プログラム

伝統的なマネジメント教育の現在の代表的なものとして MBA プログラムが知られて

いる。それは伝統を－ 確かに若干の逸脱はあるとしても － 引き継いでいるが、伝統的

なマネジメント教育形態とは区別することができるものである。マネジメント教育を批

判する人々の眼は主に経営学修士（MBA）につながる教育に集中し、多くの論文では、

MBA プログラムが今日のビジネス教育の主流であることを認めつつ、その問題点に言

及されている。

コンセプトやブランドとしての MBA はアメリカ発祥のものではあるが、今日では世

界中で広く利用されている。MBA の主な対象は、エグゼクティブ・ポジションへの道

を模索し、名声のために学位を必要とする人々である。彼らは高い授業料を払い、ビジ

ネススクールには、このプログラムを現金収入源として利用しようとする傾向が見られ

る。全体として、MBA モデルはビジネス教育をビジネスにする方法である。伝統的な

モデルにはひとつの政治的・道徳的思想が体現されているが、カリキュラムや対象者に

関しては異なる。

フルタイム・プログラムとパートタイム・プログラムそしてエグゼクティブ・プログ

ラムはそれぞれ異なる市場セグメントに対応し、マッツァたち（ Mazza,C.,
Sahlin-Andersson, K., & Strandgaard Pedersen, J.)(14)の論攷では、ヨーロッパ諸国では、少

なくとも数年の実務経験を持つ卒業生を対象としていることが多い、と報告されている。

顧客の学歴はさまざまであるが、MBA はすべての人にあるいは少なくとも余裕のある

人や雇用主が費用を負担する人にマネジメント教育を提供するものである。学生はお金

を払う顧客であり、教師はサービス提供者である。フェルドマン(Feldman,D.C.)(15)の言

葉を借りれば、教師は「野獣に餌をやる」存在であり、MBA の学生が学びたいことを

必ずしも教えるのではなく、学生にとにかく高い成績をあげるように圧力をかけている。



- 36 -

(続) マネジメントを批判的に教える、とはどのようなことなのか？

この状況は「ビジネススクールでは公然の秘密」でり、「多くの教員が MBA の激しい出

世競争（rat race）から完全に抜け出し、むしろ学部生や博士課程の学生を教えたい、と

考えている」。

競合する科目間には政治的闘争があり、カリキュラムからすべての主要科目をカバー

する広範なプログラムが姿を消し、それぞれの教師が数科目あるいは 1 科目のみを提供

している。このモデルは多くの論者に批判され、個々の学問の知識を統合する能力が開

発されない、と批判されている。

カリキュラムはモジュール化された科目で構成されているが、多くの MBA 学生は、

それが非常に多くの“やるべきこと”を与える寄せ集めであり、統合に欠けていること

を経験的に知っている(16)。また、「MBA モデルは一般的なマネジメントの実践を促進す

ることを約束しているが、実際にはそうなっていない」(17) (Mintzberg & Gosling, 2002)
とか、「MBA プログラムは「一般的なマネジメント・スキル」を提供することを約束す

るが、このこと自体に問題がある」(18)(Grey, 2002, p.503)とも批判されている。レビュー

された多くの言説では、コルピアホたちの解釈に倣えば、「マネジメント・テクニック

が、慈善事業、医療、銀行、産業など、あらゆる種類の価値観の追求に活用できる中立

的な成果物であることが謳われ、傲慢な医師や公共部門のエリートといった人々のなか

に根付いていると思われる特権に対して積極的に働きかけるものである」ことが批判さ

れ、また、グレイの論文では、「このモデルの教育目標は政治的皮肉として語られてい

る」。反エリート主義を支持し“万人のためのマネジメント”を提供すると主張されて

いるが、それはマネジメント・エリートを再生産するのに役立つっている、と。このモ

デルでは、古典的な意味で“専門化”（professionalized）はしていないとしても、（他者に

は開かれていない、技術や言語そして価値観を持つ）マネージャーやコンサルタントと

いう新しいカテゴリーのエリート主義エキスパートの誕生を促進してきたのである。

教育概念としての MBA そして“産業”としての MBA に関する論文は、コルピアホ

たちの読み方によれば、政治的な皮肉を除けば、その道徳的正当性を明らかにしようと

はしていないが、彼らは、「おそらくは」と断りつつ、MBA に投資するほど高く評価し

ているすべての人々にとって、その正当性は“万人のための教育”という MBA の約束

にある」、あるいは、「正当性は、“より良いマネージングとは、より良い経済、より良

い社会、より良い生活を意味する”という信念に由来するのかもしれない」、と推測し

ている。

サイエンス・ベースの教育

アメリカのビジネススクールでは、学問的信頼性を欠くという非難に応える形で、大

きな潮流が生まれ続いている。そして、そのことを反映しているかのように、幾つかの

論文では、教育を科学的な研究に立脚させるとはどういうことかが論じられている。極

端な立場では、教育の知識内容は“エビデンスに基づく”ものであるべきだと主張され、

他のいくつかの立場はレリバント・リサーチ（elevant research）というより広い概念で知

られている。サイエンスに基づく教育の支持者のなかでは、具体的な立場が何であれ、

学生は、研究者の知識から利益を得るためには、科学的思考を学ばなければならない、



- 37 -

奈良経営学雑誌 第 17 巻

と仮定されている。このモデルは、ビジネススクールのアカデミックな専門性を高め、

その学生たちが目指すマネージャーという職業を向上させることが期待されている。

ビジネススクールはこのような方向で運営されてより大きな信頼を得ることができるの

だが、フェファーたち（Pfeffer,J., & Fong,C.T.）(19) は、MBA 取得者のキャリア成功率が

低いこと、そしてマネジメント研究がマネジメントの実践に与えるインパクトが微々た

るものである、と指摘しているし、ゴーシャル（Ghoshal,S.）(20)に至っては、影響がない

どころか、ビジネスやマネジメントの実践に関連する学術研究がマネジメントの実践に

非常に重大かつ否定的な影響を与えてきた、と主張している。

ゴーシャルの見立てによれば、教師は将来のマネジャーを準備するという重要な役割

を担っているのであり、たとえ学生が堕落の危機に瀕しているとしても、本物の学者で

あれば、関連する研究を進めマネジメント理論の内容にもっと注意を払うことで、この

流れを変えることができる。その目的は、学生に思考法を教え、さまざまな種類の理論

を活用する方法を教え、学生のマネジリアルな意思決定を改善することである。

全体的な目的は専門職としてのマネジメントを向上させることであり、専門職の道徳

的条件が重要視されている。より良い理論に基づいた研究ベースのアプローチは、この

文脈で肯定的な利益をもたらすだろう、と。ここには、コルピアホたちの解釈に拠れば、

道徳的な動機があるが、そこでは、同時に、そのことが組織を繁栄させ管理職やその他

の従業員にとって良い生活を作り出すことに繋がるのか、と問われている。これからの

マネジャーは、少なくとも、そのような組織を可能にする概念や、そのような組織を作

る努力を効果的にする裏付けとなる証拠を知っておくべきである、と。道徳的な問題に

関する記述は少ないが、「科学的知識」の価値に対する信念はほぼすべての論文で共有

されている、というのがコルピアホたちの読み方である。

コンピテンシー・ベースの教育

コンピテンシーに基づくビジネス教育は、ビジネス教育が“有能な管理職”を育成で

きていないという批判に応えて、（教育の成果としての）知識への偏りを是正すること

もめざしてうまれたものである。コンピテンシーには知識だけでなくスキルが必要でり、

ブラウネルたち（Brownell,J., & Chung,B.G.）(21) の論文では、「ビジネス分野の知識が豊

富であるだけでなく、具体的かつ測定可能な方法で効果的なマネジメントを実践できる

人材が最も求められる卒業生である」、と記述されている。

コンピテンシー・ベース・モデルでは、基本的に、教育の目標を明確に特定すること

が求められている。これらの目標は、コンピテンシーの特定し、コンピテンシー・デー

タベースを作成し、ベストプラクティスの広め、学生のコンピテンシー評価することに

よって達成できるものであり、例えば、マケヴォイ（McEvoyet,G.)たち(22)は、「コンピテ

ンシー・ベースのアプローチをカリキュラムの設計に取り入れるには、第１に、専門的

なパフォーマンスにとって重要なコンピテンシーが何かを特定すること、第２に、専門

知識に加えて、動機、特性、スキルを教育プログラムに組み込むことができるかどうか、

また、どのように組み込むことができるかを検討することが必要である」、と記してい

る。
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コンピテンシー・ベースのモデルでは、経験からの学習が重要な要素である（マネジ

メント教育は“社会的学習理論の高度な形態”に依拠している）、と考えられている(23)。

学習プロセスは経験的な演習の前に重要な認知的要素を加えることによって“修正”さ

れ、最終的に、学生はリアルタイムの実生活のコンテクストの中で、関連する知識やス

キルを活用しながら活動するように設計されている。

このモデルに適合する学生は、仕事に対する個人の能力を開発し活用することを目指

す、競争的で帰納的な学習者である。学生は活用されれさらに開発されるべき一定の事

前能力を持っている人材であり、マケヴォイたちによれば、学位プログラム志願者は、

純粋に学力的な適性よりもむしろ能力を開発する可能性について事前にテストすること

によって選抜されている。

教員側の役割は関連するコンピテンシーを特定・分類しどのように開発・評価できる

かを判断することである。教師は、通常、元組織行動教師か、人事管理など専門的な業

務に精通した人物である。コンピテンシーを教えるという方向へのシフトは組織行動領

域からの働きで始まったものであり、1983 年には早くも Journal of the Organizational Be-
haviour Teaching Society（現 JME）が管理職コンピテンシーを教えるという特集を組んで

いる。OB や HRM の教員は、実際に、学部長からマネジメント・スキルのプログラムに

ついての支援を得るために、積極的に行動した、と回顧的に分析されている(24)。

コンピテンシー・ベース教育の支持者たちは、論文をレビューしたコルピアホたちの

推測では、多分にこのアプローチが主流の立場から大きく逸脱していないためであろう

が、その実践の道徳的根拠を問題視していない。支持者たちの間では、個人主義的な価

値観が共有され、各個人が自分の選択とキャリアの成功に責任があるとみなされ、教師

はより広い意味で学生の人間形成にも責任を持つべきである、と考えられている。誰も

が自分の才能を最大限に生かそうとする中で、どのようなコンピテンシーが最も価値あ

るものであるかを発見し、そのトレーニングをアレンジし、最終的に誰がそのコンピテ

ンシーを持つかを評価することによって、社会に最も貢献するのがビジネススクールな

のである。有能なマネジャーは無能なマネジャーよりも優れている。

サービス・ラーニング

サービス・ラーニングはもともとはアメリカを拠点とする広範な運動であり、現在で

はビジネススクールにも広がり、マネジメント教育へのアプローチとして、市民参加や

非営利セクターのプロジェクトが公式カリキュラムに導入されたものであり、従来のモ

デルとは明らかに一線を画している。サービス・ラーニング・モデルでは、学生の教育

上の経験を豊かにすることで、ビジネス教育の「狭量さ」という問題に対する解決策を

提供することが意識されている。ゴッドフリー(Godfrey,P.C.)たち(25)がこのアプローチを

端的に要約している。「サービス・ラーニング教育法は学問的な厳しさと実践的な関連

性のバランスを取ろうとするものであり、それは市民参加という文脈の中で行われる」。

サービス・ラーニングに関する論文のなかには明らかに道徳的な立場を採っているも

のがあり、このことが大きな特徴になっている。例えば、ディパドワ・ストックス

（DiPadova-Stocks,L.N.）(26) は次のように述べている。「適切に設計され実施されている
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サービス・ラーニングは人間の尊厳と個人の生来の価値という価値観に基づいている。

これらの価値観は民主主義の基本であり、すべての学問分野に通底するものである。私

たち教員の誰もが、民主主義社会の市民としての道徳的、倫理的、社会的責任を学生に

課すことを免れないのだ」、と。また、サービス・ラーニングを通して、民主主義の実

践と態度、真に民主的なアメリカの高等教育システムの構築を促進したい、と公言して

いる論文もある(27)。

サービス・ラーニングの目的は、サービス・ラーニング・プロジェクトを通じて学生

の道徳意識を高め、社会的に重要な問題の解決に自らのスキルを活用できる「責任ある

市民」を育成することであり、レスターたち（Lester,S.W., Tomkovick, C., Wells, T., Flunker,
L. & Kickul,J.）(28) 論文では、サービス・ラーニングは、個人が社会的責任を持ち、道徳

的な行動をとるよう促す、指導技法のひとつである、と記述されている。

サービス・ラーニング・プロジェクトの計画・組織化・促進には、時間とエネルギー

そして個人の強い関与が必要であり、ケンワーシー・ユーレンたち（Kenworthy-U’Ren,
A. L. & Peterson,T.O.）(29)論文にによると、教師はサービス・プロジェクトに関して高い

内発的動機を持たなければならない。教師は、経験的な活動を好み、生徒の学習に対す

るコミットメントを感じ、奉仕やボランティア活動に対する個人的な素質があり、学問

的好奇心が旺盛でなければならないのであり、社会におけるビジネスアカデミズムと学

生の特権的な立場を認識する関心ある市民でもある。

学生には、他者と協力しながら小規模なコミュニティ開発活動に参加することに興味

を持つことが期待されている、あるいは誘導されている。ディパドワ・ストックス(30)の

言葉を借りれば、学生は、他者の視点から世界を体験し、自分を“目上”であると感じ

ている自分自身の偏見や思い込みを疑わなければならないのである。

しかし、サービス・ラーニングはボランティア精神や親善のためだけのものではなく、

サービスであると同時に学習でもある。このことはよく指摘され、例えば、ケンワーシ

ー・ユーレンたち(31)によれば、“サービス・ラーニング”という用語は、理論的基礎のも

とで設計され、明確な目的、活動、内省の要素を持つプロジェクトにのみ適用されるも

のである。サービス・ラーニングには、ファイナンスの学生が低所得者層に予算編成を

教えたり、MBA の学生が州政府を支援してマイノリティ企業を支援するスモールビジ

ネスコンサルティングセンターを設立したりすることなど、学習を重視するものから奉

仕を重視するものまでさまざまなタイプが知られているが、いずれのタイプにも上述の

３つの要素がコアとして組み込まれている。

アクション・ベースの教育

アクション・ラーニングは、エグゼクティブ・トレーニングにおいて標準的な手法と

して知られたり、あるいは、コンサルティング業務における“アクション・リサーチ”

ツールとして知られてきたものであり、コルピアホたちはそのような新しい教育形態を

“アクション・ベースの教育”と呼んでいるが、関連する論文のなかで執筆者自身によ

ってこの名称（ラベル）が使われているわけではなく、他の教育形態との比較検討とい

う意味合いから、“アクション・ラーニング”という新しい用語が必要になった、とい
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う経緯がある。但し、関連する論文を読む限りでは、あくまでもコルピアホたちの解釈

ではあるが、これは従来に代わるアプローチである。

このコンセプトは、“理論 vs. 実践”という二項対立をなくすことを約束している。重

要なのはプロフェッショナルという文脈で行動できるように学生を教育することである。

このアプローチは「マネジメントは、経験から切り離されて、孤立した講義の中で学べ

るという見方」のアンチテーゼであり、この教育アプローチを発展させるためには「実

践」を教育プロセスの中心に据える必要がある、と論じられている。逸話（アネクドー

ト）、ストーリー、ケース・テキスト、客員実務家などを通じて仕事の経験を教室に持

ち込んだり、教師が提供する経験的証拠を提示したりするだけでは十分ではない(32)、と。

学生たちは、他のマネジャーや教師とともに、また彼らから情報提供されるなかで、

そして自分たちのワーク環境で起きている既存のリアルタイムの問題の解決に取り組む

ことによって、最も効果的に学ぶことができる、と想定されている。“現実世界“は適

切な学習の場とみなされ、アクション・ラーニングのもとでの行動は一時的なものでも

模擬的なものでもなく、学生たちは実践的な立場に立ち、道徳的判断を下し、プレッシ

ャーの中でそれを守り抜くことが必要である、と論じられている。アクション・ラーニ

ングは、マネジメント教育の一形態として、学生ではなく、マネジャーの行動を引き出

すものであり、学生が、マネジメント関する知識ではなく、むしろ行動を起こす自分自

身の能力について理解を深めるように制度設計されている。

How という問いに対する答えは野心的であり、アカデミックな知識と実践の分離がア

クション・ラーニングやアクション・リサーチ・プロジェクトへの参加によって克服さ

れる、と構想されている。これは、学生が“実践することによって学ぶ”だけでなく、

何よりもまず、自分の行動や経験を振り返ることによって学べるように構成されている

ためであり、この段階では、他の学生も参加し、教師は学習プロセスのファシリテータ

ー（facilitator）として行動する。ゴスリングたち（Gosling, J., & Ashton, D.）(33) の論文

では、「経験豊富なマネジャーが対処する問題は“教科書的”なケースではないため、

適用すべきテクニックや道徳的行動に関する標準的な処方が普遍的に適用できる可能性

はほとんどない。そのために、具体的な社会的文脈の中で、マネジャーと学生という二

重の役割を実践することこそが、最高の学習機会を形成するのである。科目の構成（モ

ジュール、チュートリアル、特にチュートリアル・グループ）は、このプラクシスによ

って生じる緊張に取り組む「反省的空間」を提供する。したがって、教育学的な前提は、

ショーン（Schon,D.）(34) に倣えば、“内省的プラクシス”と特徴づけられるかもしれな

い」、と記述されている。

アクション・ベースの教育の目標は、実践を振り返るだけでなく、現実の仕事の場面

で行動を起こす能力を持つ「反省的な実践家」を教育することである。学習経験は、「単

に実践について学ぶのではなく、実践者になることを学生に教える」ものでなければな

らない。さらに、従来から言われてきたあるいはマネジリアリズム的な意味においての

み問題があるのではなく、人間的、社会的、あるいは環境的な害をもたらす可能性があ

る実践を認識する能力を養うことが意識されている。したがって、政治的立場から言え

ば、自らの自律性を維持し、自らの見解に反する決定や政策に異議を唱えることのでき

る専門家の育成を支持することになる。
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教師は元実践家であっても学者であってもよいが、アクションラーニングやアクショ

ンリサーチの実践を習得し、実践家と協働する意欲が求められる。実務経験が豊富なマ

ネジャーやプロフェッショナルが理想である。レビューした論文では、実務経験がない

あるいは雇用の機会がない学生がどのように教育されるべきかという問題が扱われてい

なかったが、教師と学生の関係については多々示唆されている。教師は多様で無知な学

生と知識を共有することはないが、学生と教師はともに経験を検証しそれを再解釈し新

たな動きを試そうとする関係にある、と。両者はアクション・ラーニング・プロジェク

トのアクターなのであり、ラエリン（Raelin,J.)（35）の言葉を借りれば、「当然ながら、教

師がグループ内での学習の責任をとるべきときもあれば、学生に責任を移すべきときも

ある。どちらを重視するかということよりも、むしろ、誰もが自由に学び、成長できる

学習環境を作ることが重要である」。

アクション・ベースの教育の提唱者は、マネジリアル行動が社会的であり価値観を伴

うものであること、そして、人間には自分自身や自分が関わっている生活世界の実践を

振り返る能力があることを認めている。例えば、Raelin (1994, p. 313)に倣えば、「ひと

たびマネジャーが実践の世界に足を踏み入れると、普遍的な基準を適用しようとしても、

高度な分析技法を使おうとしても、文化的、道徳的、個人的な特殊性に直面し混乱する

だろう」が、しかしリーズン（Reason,P.)（1999、p.207）によれば、「アクション・ベー

スの教育は“民主的で解放的な”目的を目指す」ものであり、彼の言葉を借りれば、そ

の目的は「大学やその他の“高等教育”機関が伝統的に保持してきた知識の独占を放棄

し、一般の人々が実用的な目的のために知識を創造する能力を取り戻すのを支援する」

ことにある。

アクション・ベースのマネジメント教育には未だ共有化されていないことが多いが、

一般的に言って、すでに、少なくとも何らかの形で、実践におけるすべての重要な問題

に対処している。実践的な問題としてモラルを提起していることは how という問いに対

する具体的な答えである。但し、教育の政治性に関しては、このアプローチはかなり柔

軟であるというかあるいはむしろ曖昧であり、さまざまな政治的立場に対応している。

しかし、どのバージョンにも共通しているのは、プロフェッショナルとしての自律性と

実践家自身の仕事に関する知識を重視していることである。というのも、マネジャーは

必ずしも自律的なプロフェッショナルを好まないからである。マネジメントの全能性に

疑問を抱くプロフェッショナル・マネジャーを育成することを目指すというのはアクシ

ョン・ベースのマネジメント教育のパラドックスである。

クリティカルなマネジメント教育

“主流”に対して明確なオルタナティブを提示しているのがクリティカルなマネジメ

ント教育（CME）の提唱者である。彼らは、ビジネス教育の世界で当然視されている

（taken-for-granted）目標に異議を唱え、教育の政治性を明確に扱っている（例えば、グ

レイ(Grey,C.）(36)、レイノルズとヴィンス（Reynolds,M & Vince,R.()(37),クレッグとロス・

スミス（Clegg,S. & Ross-Smith,A.)(38)の論文を参照）。これはクリティカル・マネジメン

ト・スタディーズのさまざまな潮流を利用しているためであり、これらの研究には、中
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心的な前提として、“社会現象は経済的効率性よりもむしろ権力と社会的支配の再生産

に関するものである”という考え方が横たわっている。

コルピアホたちがレビューした論文には、彼らによれば、教育によって何が達成され

るのかという問いに対する答えとして読むことができるようなさまざまな文章が含まれ

ていた。例えば、デラーたち（Dehler, G. E., Welsh, M. A. & Lewis, M.）(39)は、教育の目

標は、権力と知識そしてそれらのマネジメント的帰結との関係を明らかにし批判的に議

論することであり、そのような作業を介して“クリティカルなこと”の存在意義を生み

出すことである、と主張している。教育とは「未来における解放と変革の可能性にセン

シティブな学生を育てること」である、と。これは、学生の知的視野を広げ、考え方を

広げ、権力に対して真実を語る能力を高めること(40
で)ある。また、ビジネススクールの

卒業生には、マネジリアル専門職や企業の株主以外の利益や主体の立場を認識し尊重す

ることが期待されている。教育は、階級、ジェンダー、人種などの社会問題に対する感

受性とコミットメントを誘発するものでなければならない、と記述されている。学位取

得後は、搾取や抑圧とともに、権力、平等、正義といった言葉が学生の語彙の一部とな

るはずだ、と。

How という質問に対しては、レビュー対象となった論文に依拠する限り、CME の教

師たちは、CMS そして（その背景にあるクリティカルセオリーやポスト・モダニズムな

どの）伝統的な思想を活用しているが、具体的に授業を展開し学習させることに重点を

置いている。彼らの教材では、知識、権力、効率性のイデオロギーの間の複雑な関係が

扱われ、支配的なヘゲモニー的実践の脱自然化が強調され、再帰性の重要性が強調され

ている。学習の方法として、クリティカル・シンキング、リフレクション（内省）、ク

リティカル・リフレクション（批判的内省）が最も頻繁に言及されている。クリティカ

ルなマネジメント教育者は、学生を引きつけ彼らの関心を喚起するために、学生自身の

経験を利用し、学生が自分自身の生活の中で不当な扱いを受けた事例を問題化する能力

に頼ることがある。また、批判的教育法の可能性と限界が(ケースたち（Case, P., &
Selvester, K.）(41)、デラー(42)、フェインウイック（Fenwick, T.）(43)など）いくつかの論文

で議論されている。

学生たちは、技術主義的で新自由主義的な構造を持つ教育の犠牲者として、あるいは

反省的で開放的な学習者として、位置づけられているが、そこには、いずれにせよ、あ

らかじめ構造的に文化的に決められている状態から可能な限り解放され、政治的に活動

的な職業人になるよう教育されなければならない、という発想が流れている。教師にと

っては、ビジネススクールの学生がこの必要性をほとんど認識していないことが課題で

あり（カリーとナイト(例えば、Currie,G. & Knights,D.)(44) やレイノルズとトレハン

（Reynolds,M. & Trehan,K.）(45)の論文を参照）、キャバノー（Cavanaugh,J.)(46)は、教師と

しての自分の役割について、「インサイダー（ビジネス・スクールの教授）であり、悲

観的なリベラル派である私の使命は、不平等という屈折した政治に関与する能力を持た

ないような学生を新たな世代として卒業させないことである」、と述べている。

このアプローチの支持者たちは逸脱したビジネススクール教員という自らのアイデン

ティティと闘わなければならない。アン・カンリフたち（Cunliffe,A.,Forray,J.M. & Knights,
D.）(47)の言葉を借りれば、「クリティカルなマネジメント教師は、道徳的・政治的な問題



- 43 -

奈良経営学雑誌 第 17 巻

と知的・社会科学的な関心そして専門的なキャリアに突き動かされている」のであり、

主流のマネジメント教育者が依然としてマネジリアル的であるのに対して、クリティカ

ルなマネジメント教員は、“ビジネス慣行についての思考方法を変え、技術的合理性か

ら、より批判的で道徳的に責任のある行動へと移行するために、学問生活に従事してい

る”。

ビジネススクールに所属する教授が学生を“解放”する立場にあるのか否かについて

活発な議論が交わされているのはそのためであり、この議論は倫理的な懸念(エリオット

(Elliott,C.)(47)、リーディ（ Reedy,P.）(48)など参照)を呼び起こしている。ペリトンとレオ

イノルズのつぎのような一文は彼らの倫理的なジレンマを例証したものである。「私た

ちは、自分たちの“クリティカルな”アプローチを誇らしげに概説している論文の見出

しのすぐ外側で、自分たちが闘っていると信じたいようなマネジリアリズム的なアジェ

ンダから利益を得ているだけではなく、更にはそれを促進する教育システムに組み込ま

れている、という痛ましい（ painful）事実をすでに認めそれを受け容れている

（acknowledge）のかもしれない」(50)。

CME を論じている執筆者たちは、プロフェッショナルとしての実践が政治の場である

だけでなく、道徳的行為の一形態でもある、という事実に注目し大きな関心を寄せてい

る。マネジャーがおこなうことは、コルピアホたちの見立てでは、社会とその不当な分

断を再生産していくのか、あるいはそれを変革するのかのどちらかであり、したがって、

ビジネス教育はより公正な社会の建設に貢献できる道徳的責任を持つ行為者を教育すべ

きである、と論じられている。但し、教育の道徳的正当性や動機が何を意味するかに関

しては、議論が分かれている。

３ 文献レビューから読み解かれたマネジメント教育

コルピアホたちは、彼らの言葉をそのまま借りれば、「マネジメント教育研究の３つ

の主要ジャーナルをレビューすることで、ビジネススクールにおける教育とは何か、あ

るいはどうあるべきかについて、多様な概念が存在していることを発見した」のであり、

彼らによれば、「５つの修正またはオルタナティブな“モデル”」として「構築すること

ができる」ものがあり、「“伝統”を２つの形態で特徴づけることができる」ことが判明

したのである。というのは、各論文の執筆者の説明はもともと異質なものであるが、そ

れぞれのモデルには、誰が、どのように、何を、なぜ、という問いに対する独自の答え

があるからである。

表 1

Who How What Why
誰が、誰によっ 教育はどのよう 何が達成され、 特定の目標を特定

て教育されるの に達成されるの 成し遂げられる の手段で達成する

か？ か？ のか？ のが何故に正当化
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されるのか？

“伝統的”（と 学生：キャリア 講義、ケースス スペシャリスト 成功（富と地位）

して批判的な論 志向の手段主義 タディ、その他 として成功し管 は個人の才能と

文で解釈されて 者 の（専門分野に 理職を目指す人 価値観に依存す

いる）教育 教師：サブディ 特化したツー 材の育成 るものであり、

シプリンの専門 ル、テクニック、 教育はその機会

家 モデルにもとづ を提供するもの

いた）演習 である

MBA プログラ 学生：数年の実 伝統的な教授法 採算が取れると 投資としてのマ

ム（として批判 務経験を積ん に加えて、さま 納得できるよう ネジメント教育

的な論文で解釈 だ、重役コース ざまなマネジリ な方法で、幹部 はすべての人に

されている）教 を目指す、儲か アルツールに関 職や専門職への 個人の価値観

育 る顧客 するモジュール アクセスを保証 （と嗜好）に応

教師：サービス 科目プログラム すること た自由な選択を

提供者 を利用 保証し、より良

い経済を実現す

る

サイエンス 学生：理論の質 確固たる根拠に アカデミックな 知的美徳と道徳

ベースの教育 （「良い／悪い」）基づいた理論の 教育を受けた、 的責任が真の職

に左右される存 紹介と、思考ス 責任感のあるプ 業をつくりあげ

在 キル、読解、ラ ロフェッショナ る

教師：学者・研 イティングのリ ルなマネジャー

究者 ハーサル の育成

コンピテンシー 学生：向上可能 教師によって定 ベストプラクテ 有能でヒューマ

ベースの教育 なスキルを持 義・評価された ィスを普及・発 ンなプロフェッ

ち、プロフェッ 実務スキルの行 展させることの ショナルは効果

ショナルに成長 使と実証 できる有能なプ 的な存在であ

する個人 ロフェッショナ り、社会に“善

教師：技能研究 ルの育成 ”をなす

者、トレーナー、

評価者

サービス・ 学生：恵まれな 非営利セクター 民主主義社会に 奉仕は道徳的行

ラーニング い人々との出会 のプロジェクト 貢献する、責任 為であり、人間

いから学ぶ、将 において、他者 ある市民として の尊厳（他者と

来のプロフェッ と協力しながら の教養人の育成 の関係）、価値

ショナルと特権 学術的知識を応 観の集合として

をもつ市民 用する の民主主義を重

教師：教えるこ んじるものであ

と関心を持ち教 る

育に専念する市
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民及び各分野の

専門家

アクション 学生：内省省的 専門的実践に関 内省的で自律的 ヒューマンな発

ベースの教育 能力を持つ経験 するアクション な実務家の育成 達は、対等な関

豊かなプロフェ ラーニングや研 係の中で、実用

ッショナル 究プロジェクト 的、専門的、社

教師：学問とワ 会的な目的達成

ークライフの実 に奉仕する

践を変化させ橋

渡しすることに

意欲のある、開

発者、ファシリ

テーター、共同

研究者

クリティカルな 学生：教育の犠 マネジリアルイ 政治的意識が高 疎外に抵抗し希

マネジメント 牲者、あるいは デオロギーや実 く、積極的なプ 望を持ち続け闘

教育 自己反省的でオ 践及び不公正の ロフェッショナ うことはより良

ープンマインド 経験について批 ル（および知識 い社会と仕事の

な学習者、潜在 判的に考察する 人）の育成 ためである

的に責任能力が ための知的資源

備わっているプ と場を提供する

ロフェッショナ

ル

教師：活動的な

学者、ファシリ

テーター

《出典》 Korpiaho, Päiviö,H & Räsänen,“Anglo-American forms of management
education : A practice-theoretical perspect,ive”, pp. 54-55.

コルピアホたちは、上の行論で述べられてきたことを、改めて整理して表１として提

示しているが、その意図をつぎのように文章化している。「私たちは － たしかに、結

論が出なかったり、十分に明確化されていない概念もあるが － それぞれの答えのセッ

トは、内部的には、比較的首尾一貫していると考えている。つまり、表１は、この点に

関する著者たちの見解に対する我々の解釈ではなく、我々の推測（guess）を表したもの

である。マス目（cell）を空にするのではなくとにかく埋めて我々の推測を提示している

目的は議論を喚起することにある」、と。そして、それぞれの教育形態における重要な
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共通点と相違点、教育形態の多様性などについて、彼ら独自の読み方が解説されている。

マネジメント教育モデルの比較 － 共通点と相違点

コルピアホたちの分類では、マネジメント教育形態が、伝統的な形態、修正形態、オ

ルタナティブな形態の３つにカテゴリー化されている。これは、彼らが“マネジメント

教育の政治（ポリティック）（politics）”に着目した結果であり、それぞれの教育形態は、

“教育活動の目標を問う”という視座に立つと、大きく相違している、と判断されたの

である。

従来型の（伝統的）マネジメント教育には「仕事で成功する有能なマネジャーを育て

る」という明確な目標があり、修正形態は、この関心に応えるとはどういうことかを再

定義することによって、この目標をいくらか手直したものにすぎないが、オルタナティ

ブな形態では、サービス・ラーニングによる責任ある市民の育成、アクション・ベース

の教育における批判的に内省する実践者の育成、あるいはクリティカルなマネジメント

教育による政治的意識の高い活動的なプロフェッショナルの育成が謳われている。「オ

ルタナティブな立場は、ビジネススクールの卒業生は、現在の職業的、制度的、さらに

は社会的な文脈に疑問を投げかけ、そのような疑問を投げかけることを厭わないように

なるべきである、というものである。ブルデュー（Bourdieu,P.）(51)の言葉を借りれば、

これらのモデルは「（ビジネス）ゲームのセンス」を学ぶこと、あるいはゲームそのも

のの賭け金やルールを変えることを学ぶことを目的としている」。

教育目標は学生に関する異なる前提から出発している。一方の端には、動機が純粋に

道具的であり受動的な教育の対象としての学生像が前提にされ、他方では、学生は、教

育活動に参加する能動的な主体として、また道徳的責任を引き受け政治的行動を起こす

ことのできる個人として捉えられている。学生への期待はあるモデルから次のモデルへ

と移るごとに高まり、表からも読み取れるように、「教育される主体」の資質が豊かな

ものになっている。修正されたモデルでは、道具的指向だった「顧客」が学問的スキル

か職場スキルを身につける存在として描かれ、サービス・ラーニングでは、市民的・道

徳的責任を要求され、新たな世界へと進み出す人材として記述されている。アクション

・ベースの教育ではさまざまな状況に対応する「感覚」をもって行動する能力と意欲が

これに加えられ、クリティカルな教育ではその上に政治的な情報に基づいた行動が期待

されている。

それぞれの教育の戦術にも違いが見られる。伝統モデルと修正モデルは似たような野

望を共有しているが、これらを達成する方法は － MBA プログラムでは幅広いツールを

学ぶこと、科学に基づく教育では研究者のような考え方を学ぶこと、コンピテンシー・

ベースの教育では実際に仕事で必要とされる個人的なスキルを学ぶこと、など － 異な

っている。これらのモデルの最初の２つは伝統的な教授法に依存し教材の内容（マネジ

リアル・ツール vs.「優れた理論」や思考スキル）に重点を置くものであり、コンピテ

ンシー・ベースの教育は経験的な演習やスキル評価に重点を置くものである。オルタナ

ティブなモデルに分類されている教育形態は学生の積極的な役割をさらに強調するもの

であり、教室の外でサービス・ラーニング・プロジェクトに参加したり、アクション・
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ラーニングやリサーチ・プロジェクトで実務を振り返り改善したり、クリティカルな内

省によって自らの被支配や不正の経験を検証している。

そして学習成果に対する責任が教える側から学ぶ側へとシフトしていることが確認さ

れる。従来型モデルやその修正版では、教育イベントの設計、計画、実施において、依

然として教師が支配的な役割を担っている。教師はツールやテクニックを教え、適切な

マネジメント・セオリーを（作成し）選択し、コンピテンシーを分類し評価し、さらに

は演習を組織する存在であるが、伝統から遠ざかれば遠ざかるほど、それに代わるもの

として、プロジェクト・リーダー、ファシリテーター、共同学習者、仲間としての活動

家が求めら、教育のプロセスは、教師にとっても生徒にとっても、より厳しいものにな

っている。

文献レビューでは、教育の「価値」や道徳的関心事に関する記述にも注意が払われ、

モデル間の違いが浮き彫りにされたが、伝統的モデルとその修正版の支持者たちは道徳

的なことに対しては曖昧な立場に終始し、サイエンス・ベースのモデルについて言及し

ている論者にビジネス・スクールの伝統がもたらす影響についての道徳的な懸念が見ら

れたにすぎなかった。コルピアホたちは、このあいまいさとそれに伴う沈黙は、伝統的

なマネジメント教育の形態が主として教育活動の「外的な善」に関心を寄せその動機づ

けとなってきたという事情に起因している、と推測している。マッキンタイアのターム

で言えば、ビジネススクール、教員、学生にとって、金銭、地位、名声などがすべてで

ある、という訳である。

これとは対照的に、オルタナティブな教育は道徳的な懸念や正当化そして動機に明ら

かに注意に払い、サービス・ラーニングに関する論文では、「道徳的行動としてのサー

ビス」や「個人の尊厳の尊重」といった多様な道徳的動機に言及されていた。CME の支

持者の中には、教育そして学生と教師の関係における倫理的ジレンマに敏感な者も見ら

れ、マネジメント実務に与える倫理的影響にも疑問を呈されていた。

しかし、興味深い共通点もある。最も明らかな類似点は、ほとんどすべてのモデルに

おいて、経験学習が重要な教育学的アイデアとして提示されていることである。コンピ

テンシー・ベースの教育、サービス・ラーニング、アクション・ベースの教育、クリテ

ィカルなマネジメント教育は、いずれも、経験学習に明確に依拠している。付け加えて

おくと、MBA モデルでは、参加者がプログラムに参加する前に実務経験を積んでいる

ことが前提にされていいるが、プログラムの教授法はケース・ベースの教授法であり、

経験学習の方法が必ずしも基礎になっているわけではない。この解釈では、サイエンス

・ベースのモデルだけが非体験的教育の範疇に入ることになるが、このモデルの支持者

の中には体験的なエクササイズを重視する人もいるだろう。

経験的手法への関心が共有されているため、いくつかの形態、特にコンピテンシー・

ベースとアクション・ベースの教育を区別することが難しくなっている。この２つの間

には教育実践そのものに具体的な違いがないことも十分に考えられるし、アクション・

ベースのアプローチとクリティカルなマネジメント教育の間にはもう一つの共通なもの

が見られる。というのは、後者の２つのアプローチは政治的あるいは道徳的に問題に直

面した場合には自ら行動を起こせるような自己内省的な卒業生を育てるという目的も共

有しているかもしれないからであり、コルピアホたちは、サイエンス・ベースの教育と
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クリティカルなマネジメント教育にも重なる部分がある、と推察している。

マネジメント教育の多様性

コルピアホたちがおこなった文献レビューの積極的な意義はマネジメント教育の多様

性を改めて浮き彫りにしたことである。彼らの言葉をそのまま引用すれば、「マネジメ

ント教育に関する“アメリカのビジネススクール・モデル”というスローガンの修辞的

かつ神話的な用法に疑問を投げかけ」られたのであり、「少なくとも５つの異なる英米

のマネジメント教育モデルが著名なジャーナルに掲載されているとすれば、単純化され

たレトリックに立ち戻ることは意味をなさないことになり」、私たちはマネジメント教

育に関連した言説に触れたとき、「“どのモデルを指しているのか”と」、自分自身に「問

いかけること」が必要になったのである。英米の文献をレビューしただけでも「いくつ

かの教育モデルが発見」されたのであり、「他の場所にはもっと多くのオルタナティブ

なものが存在するはずである」。

コルピアホたちは、クリティカルなマネジメント教育について、興味深い指摘をして

いる。「ビジネススクールで利用可能な教育モデルの多様性は教育活動やそのガバナン

スに携わる者にとっての挑戦であり刺激となるだろう」が、「大学のガバナンスに参画

しているこれらの人々」は、「教育の発展に関して熟慮に基づく選択をしたい場合、競

争的な評価ゲームが意味するような状況の移り変わりの中で、模倣の戦略が賢明で持続

可能なものであるかどうかを再考したい場合」、「オルタナティブな教育形態が存在する

という事実そのものに非常に困難だと感じる」だろう、と。クリティカルなマネジメン

ト教育は、確かに無視できない存在ではあるが、いざとなれば容易に切り捨てられるも

のなのである。
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